
平成２９年度決算にかかる

主要施策の成果報告書

鳴門市



1

1

2

2

5

6

7

11

11

25

36

54

72

74

76

　　健康福祉部・・・・・・・・・・・・・・

　　経済建設部・・・・・・・・・・・・・・

消防本部・・・・・・・・・・・・・・・

　　教育委員会・・・・・・・・・・・・・・

　　２．普通会計決算の概要・・・・・・・・・・・・・

　　（１）普通会計決算規模等・・・・・・・・・・・・

　　（２）各種財政指標の推移・・・・・・・・・・・・

　　５．各主要施策の概要・・・・・・・・・・・・・・

　　企画総務部・・・・・・・・・・・・・・

　　企業局・・・・・・・・・・・・・・・・

　　市民環境部・・・・・・・・・・・・・・

　　４．各主要施策一覧・・・・・・・・・・・・・・・

３．各主要施策の概要の取りまとめについて・・・・

目次

　　平成２９年度決算の概要・・・・・・・・・・・・・・

　　１．各会計の決算額の状況・・・・・・・・・・・・



１．各会計の決算額の状況

（単位：千円）

4,4483,6118,059

- 3,928,4773,928,477

- 5,207,5775,207,577

- 517,264517,264

51,416,660

859,111883,448

8,783,6748,858,017

50,941,960

4,290

3,387,361

52,517,723

平成２９年度決算の概要

1,101,063

74,343

合計 52,300,377 1,358,417

国民健康保険事業
特別会計

後期高齢者医療
特別会計

光熱水費等支出
特別会計

- 

39,161902,866

8,851,276

24,055

2,711

21,775

一般会計

特別会計 319,348

差引残高歳出決算額歳入決算額

845,45126,629,076 25,847,361

平成２８年度

781,715 25,501,430 24,655,979

平成２９年度

歳入決算額 歳出決算額 差引残高

23,306

6,187,292 6,033,450

845,828 821,773

2,390

942,027

19,687

26,798,947 26,285,981

9,139,117

介護保険事業
特別会計

公共下水道事業
特別会計

公設地方卸売市場
事業特別会計

24,337

6,372,065 6,185,034 187,031

926,213 899,256

3,619

- 

550,162 550,162

3,387,361

給与費等管理
特別会計

512,96625,888,647 25,569,299

4,880,215 4,880,215

- 

26,957

24,165

287,841

153,842

住宅新築資金等
貸付事業特別会計

7,001

公債費管理
特別会計

　平成２９年度は、「スーパー改革プラン２０２０」に掲げる財政健全化目標との整合性に留意し
つつ、更なる市政発展を目指し、未来志向のまちづくりを着実に推進するための各種施策を実施し

た。

　特に、「市制施行７０周年」という節目の年であることから周年記念事業のほか、市民の生命・

財産を守る防災や公共施設の耐震化などの危機管理対策や子育て教育環境の充実、「鳴門市総合戦

略」に掲げる「５つの戦略プロジェクト」を積極的に推進するため、国の地方創生関連交付金等を

活用した文化・産業・観光振興などに引き続き重点をおいた。
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２．普通会計決算の概要

（１）普通会計決算規模等

（単位：千円）

17,133,199

地方債現在高（年度末時点） 27,456,661 26,734,337 26,882,039

600,000

786,005

665,367

歳出決算額（Ｂ）

歳入歳出差引額【形式収支】（Ｃ）
（Ａ）－（Ｂ）

地方債現在高（年度末時点）
※臨時財政対策債除く

3,409,592

17,233,63216,730,693

849,900

2,995,336

91,293

25,798,862

17,953

積立金残高（年度末時点） 3,090,330

120,638 334,892 294,758

平成２８年度

4,112

515,008

財政調整基金への積立（Ｇ）

150,359

522,981

870,422

▲ 60,656

306,058

翌年度へ繰り越すべき財源（Ｄ）

575,664

平成２９年度

24,335,024

　平成２９年度普通会計（地方財政統計上便宜的に用いられる会計区分として総務省が定めたも

の。本市においては、一般会計から借換債を除し、住宅新築資金等貸付事業特別会計を加えるなど

したもの。）の歳入決算額は、約２６５億８千万円であり、前年度に比べて約１４億９千万円の増

となっている。その主な要因は、学校給食設備整備費補助金などの国庫支出金の増（約４億７千万

円の増）や市債の増（約７億２千万円の増）などの影響による。

　一方、歳出決算額は、約２５８億円であり、前年度に比べて約１５億５千万円の増となってい

る。その主な要因としては、義務的経費が約4億円減少しているのに対し、新学校給食センター運営

費などの物件費の増（約５億９千万円の増）や、新学校給食センター建設事業などによる投資的経

費の増（約１１億４千万円の増）の影響による。

　歳入決算額と歳出決算額との差引額である、形式収支は約７億９千万円の黒字、形式収支から翌

年度へ繰り越すべき財源を差し引いた額である、実質収支は約６億７千万円の黒字となっている。

　実質収支から前年度実質収支を差し引いた額である、単年度収支は約１億５千万円の黒字となっ

ている。また、単年度収支から実質的な黒字要素や赤字要素を加除した額である、実質単年度収支

は、約９千万円の黒字となっている。

　積立金残高は約３０億円であり、前年度に比べて約９千万円の減、地方債現在高は約２７４億６

千万円であり、同約７億２千万円の増、臨時財政対策債を除く地方債現在高は約１７１億３千万円

であり、同約４億円の増となっている。

　その他、財政調整基金への積立金は約５億２千万円であり、前年度に比べて約２億２千万円の

増、減債基金への積立金は約４千万円であり、同約１億２千万円の減、水道事業会計への繰出金は

約２千万円であり、同約５百万円の増、モーターボート競走事業会計への繰出金は約７千万円であ

り、同約8百万円の増となっている。

25,095,070

平成２７年度

26,584,867

▲ 76,894

24,245,170

財政調整基金からの取崩（Ｉ）

実質単年度収支
（Ｆ）＋（Ｇ）＋（H）－（Ｉ）

実質収支（Ｅ）
（Ｃ）－（Ｄ）

単年度収支（Ｆ）
（Ｅ）－前年度（Ｅ）

地方債繰上償還金（Ｈ）

676,000

▲ 426,486

区分

歳入決算額（Ａ）

720,930

8,113

600,000

52,149

25,205,446
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●普通会計歳入決算額

（単位：千円）

構成比

28.4%

0.8%

0.1%

0.2%

0.2%

3.8%

0.2%

0.2%

0.1%

16.0%

14.1%

1.9%

0.0%

0.7%

0.9%

0.4%

16.1%

7.1%

0.3%

1.2%

3.9%

3.2%

2.9%

13.3%

100.0%

28.8%

16,025

▲ 574

株式譲渡所得割交付金 32,354

32,163

ゴルフ場利用税交付金

Ａ

94.7%

▲ 53,500

253,376236,267

自動車取得税交付金

62,996

Ｂ

49,00344,649 ▲ 4,354 ▲ 8.9%

1.6%地方消費税交付金 990,8481,006,873

200,293199,719

64,085 52,524

平成２９年度

配当割交付金 22.0%

増減率

Ｃ／Ｂ×100

▲ 0.3%

利子割交付金 7,28320,276 12,993 178.4%

地方譲与税

市税 7,489,4477,560,515 71,068 0.9%

平成２８年度 差引増減額
区分

Ａ－Ｂ＝Ｃ

30,642

41,431 9,268

11,561

22,684 1,499

▲ 2.1%

地方交付税 4,331,1864,240,665 ▲ 90,521

地方特例交付金 21,185

849,900

7.1%

交通安全対策特別交付金 9,5798,866 ▲ 713 ▲ 7.4%

▲ 2.1%

3,831,118 ▲ 82,274

500,068491,821

3,748,844

▲ 8,247 ▲ 1.6%

324,454 152,409

分担金及び負担金

寄附金 172,045

▲ 34,331 ▲ 3.2%

181,714

手数料

▲ 22.7%

使用料

235,214

▲ 17,109 ▲ 6.8%

▲ 2.4%

1.5%

88.6%

68,533

102,931104,474 1,543

870,422

447,839 135.0%

国庫支出金 3,820,4794,287,344 466,865 12.2%

▲ 11.4%

15,873 30.1%

25,095,07026,584,867

諸収入

718,900 25.5%

繰入金 1,081,5841,047,253

331,668

繰越金

779,507

うち普通交付税

うち特別交付税

地方債 2,814,7003,533,600

県支出金 2,144,1261,899,062 ▲ 245,064

1,489,797 5.9%

財産収入 52,660

▲ 20,522

合計

5



●普通会計歳出決算額（性質別）

（単位：千円）

構成比

52.3%

17.2%

23.4%

11.7%

13.0%

1.5%

4.1%

0.1%

0.3%

3.2%

2.0%

0.2%

- 

11.1%

14.8%

14.8%

- 

100.0%

積立金 630,589835,920

2,868,361

▲ 398,825

3,211,0773,023,722 ▲ 187,355

物件費

人件費

Ａ－Ｂ＝ＣＡ

4,781,5164,441,709 ▲ 339,807 ▲ 7.1%

13,891,49013,492,665

区分
平成２８年度平成２９年度

Ｂ

扶助費

公債費

義務的経費

128,337 2.2%

▲ 2.9%

差引増減額 増減率

5,898,8976,027,234

594,965 21.5%

Ｃ／Ｂ×100

▲ 5.8%

維持補修費 266,481376,204 109,723 41.2%

3,362,015 2,767,050

155,564

216,923

▲ 115,434

205,331 32.6%

306,058

▲ 74.2%

3,817,096 1,139,705 42.6%

12.3%

投資及び出資金・貸付金 - - - - 

うちモーターボート競走事業
会計への繰出金

合計 24,245,17025,798,862 1,553,692 6.4%

繰出金 2,893,664 ▲ 25,303 ▲ 0.9%

投資的経費

18,405

7,714

4,695

70.9%

うち普通建設事業費 2,677,3913,817,096 1,139,705 42.6%

70,621

23,100 25.5%

うち減債基金への積立金

うち災害復旧事業費 - - - - 

2,677,391

▲ 6.4%補助費等 1,118,505

62,907

40,130

うち財政調整基金への積立金

1,046,601 ▲ 71,904

うち水道事業会計への繰出金

522,981
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●普通会計歳出決算額（目的別）

（単位：千円）

構成比

0.9%

12.4%

36.4%

7.2%

0.0%

1.9%

0.8%

5.5%

2.9%

20.0%

- 

11.7%

0.3%

100.0%

（２）各種財政指標の推移

　経常収支比率は９５．７％であり、前年度に比べて０．３ポイント上昇、財政力指数は０．６４

であり、同０．０１ポイント低下、実質収支比率は５．０％であり、同１．２ポイント上昇してい

る。

　実質公債費比率は１５．３％であり、前年度に比べて０．４ポイント低下、将来負担比率は

１２２．５％であり、同６．７ポイント上昇している。

平成２８年度 平成２７年度

15.7% 15.6%

115.8% 109.2%

0.65 0.66

3.8% 4.2%

- - - 

3,211,077 ▲ 187,355 ▲ 5.8%

95.7%

合計 25,798,862 24,245,170 1,553,692 6.4%

93.4%95.4%

7,714 12.3%

2,067,952 67.0%

公債費 3,023,722

災害復旧費 - 

商工費

消防費

衛生費

諸支出金 70,621 62,907

増減率

教育費 5,154,156 3,086,204

1,853,966

216,417 277,363

土木費 1,425,080

差引増減額

1,763,007 90,959 5.2%

Ｃ／Ｂ×100

議会費 238,718 241,496 ▲ 2,778 ▲ 1.2%

区分
平成２９年度 平成２８年度

Ａ

6.3%総務費

▲ 58,480 ▲ 0.6%民生費 9,391,642 9,450,122

3,203,330 3,014,080 189,250

▲ 81,000 ▲ 98.4%

農林水産業費 482,200 610,321 ▲ 128,121 ▲ 21.0%

労働費 1,304

▲ 60,946 ▲ 22.0%

82,304

▲ 88,371

Ｂ Ａ－Ｂ＝Ｃ

将来負担比率
（地方債など将来負担すべき実質的な負債の
現時点での残高を表す指標。低いほど良い）

122.5%

実質公債費比率（３カ年平均）
（地方債返済額等の大きさを指標化し、資
金繰りの程度を表す指標。低いほど良い）

15.3%

区分 平成２９年度

実質収支比率
（財政の健全性。３～５％が望ましい）

5.0%

財政力指数（３カ年平均）
（財政力の強さ。高いほど良い）

経常収支比率
（財政構造の弾力性。低いほど良い）

0.64

1,513,451 ▲ 5.8%

737,706 932,838 ▲ 195,132 ▲ 20.9%
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1 はじめに

2 各項目について

(1) → 事業名称。前に（新）とあるのは、平成29年度以降の新規事業を表す。

(2) → 全体予算額。以下①～④の合計額

（①当初予算額+②補正予算額+③決算前年度から繰越した予算額+④流用額）

(3) → 平成２９度歳出決算額

※平成２８年度からの繰越決算額を含む

(4) → 当該事業における各財源内訳の総額を示す

(5) → 平成３０年度への繰越額

(6) → 平成２９年度の取り組み内容及び実績

※上段<平成２９年度の取り組み>の「◎」は、平成29年度からの

　新規個別項目を示す。

(7) → 区分は以下のとおりとする。

① 前倒し実施 → 平成29年度以降のスケジュールの一部又は全部を前倒しで実施した

② 計画どおり → 平成29年度の取り組み目標を達成できた

③ ほぼ計画どおり → 平成29年度の取り組み目標をおおむね達成できた

④ 未達成 → 平成29年度の取り組み目標を達成できなかった

⑤ 未着手 → 平成29年度に事業に着手できなかった

⑥ 完了 → 平成29年度で事業が完了した

⑦ 終了 → 事業の見直し等を行い、平成29年度で事業を終了した

※ 事業の進捗状況が計画どおりとならなかった場合、「計画通りできなかった理由」を

　　 記入する。

(8) → 成果及び進捗状況を踏まえた今後の目標又は改善策を記入

※ただし、⑥完了事業を除く

(9) → 当該事業の活動指標又は成果指標

3 その他の記載内容について

　予算額欄、決算額及び財源内訳欄の「－」は、事業費が経常的なもの、または計画事業費のみの

算出が困難なものなど

３．各主要施策の概要の取りまとめについて

　「各主要施策の概要」は地方自治法第２３３条第５項に基づき、市議会へ提出する「決算に係る主

要施策の成果報告書」の個別項目における説明部分である。

　取りまとめに際しては、本市の最上位計画である第六次鳴門市総合計画に基づき、平成2９年度末

時点での実績や進捗状況に加え、今後の方針等を「目標又は改善策」として記載した。

　従来の成果報告に進捗管理の要素を加えることで、ＰＤＣＡサイクルの考え方を踏まえた資料とな

るよう調製したものである。

　個別の事業に係る各項目欄の説明については、以下のとおりである。

事業名

予算額

決算額

財源内訳

翌年度繰越額

施策の成果等

進捗状況

目標又は改善策

指標
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４．各主要施策一覧

No. 担当課 事業名 掲載ページ

1 総務課 情報公開・個人情報保護事務

2 総務課 電子申請等共同受付システム構築事業

3 総務課・情報化推進室・関係各課 マイナンバー制度導入事業

4 契約検査室 入札改革推進事業

5 人事課 職員人財育成研修事業

6 人事課 組織・機構の簡素合理化事業

7 税務課 市税徴収率向上対策事業

8 秘書広報課 （新）市制施行70周年記念事業

9 秘書広報課 広報なると・テレビ広報充実事業

10 情報化推進室 イメージアップ戦略推進事業

11 情報化推進室 電子自治体情報化戦略推進事業

12 戦略企画課 鳴門産品販路開拓支援事業

13 戦略企画課 なるとビジネスプランコンテスト開催事業

14 戦略企画課・スポーツ課 ASAトライアングルを結ぶサイクリングツーリズム推進事業

15 戦略企画課・情報化推進室 四国のゲートウェイ推進事業

16 戦略企画課 地域婚活支援事業

17 戦略企画課 大学リレーマラソン実施事業

18 戦略企画課 鳴門駅周辺整備事業

19 戦略企画課 公共交通対策事業

20 戦略企画課 総合戦略推進事業

21 戦略企画課 行政評価推進事業（市民等による事業評価事業）

22 戦略企画課 「ふるさと納税寄附金」推進事業

23 財政課 スーパー改革プラン推進事業

24 財政課 統一的な基準による地方公会計制度導入事業

25 危機管理課 地震等災害対策普及啓発事業

26 危機管理課 自主防災活動促進事業

27 危機管理課 災害用備蓄事業

28 危機管理課 ハザードマップ作成・見直し事業

29 市民協働推進課 消費者相談窓口充実事業

30 市民協働推進課 市民協働のまちづくり推進事業

31 市民協働推進課 自治振興会連携促進事業

32 市民協働推進課 コミュニティ助成事業

33 スポーツ課 「頑張れ！ヴォルティス」なると観光ブランド化・ホームタウン連携事業

34 スポーツ課 鳴門市体育協会運営支援事業

35 スポーツ課 総合型地域スポーツクラブ支援事業

36 スポーツ課 市民総参加型スポーツイベント実施事業

37 スポーツ課 生涯スポーツ推進事業

38 文化交流推進課 （新）第2期文化のまちづくり基本計画策定事業

39 文化交流推進課 文化振興事業

40 文化交流推進課・観光振興課・学校教育課 国際・国内交流推進事業

41 「第九」ブランド化推進室・戦略企画課・学校教育課 アジア初演「なると第九」ブランド化プロジェクト推進事業

42 ドイツ館・「第九」ブランド化推進室 ユネスコ「世界の記憶」登録推進事業

43 環境政策課 環境学習推進事業

44 環境政策課・商工政策課 再生可能エネルギー導入推進事業

45 環境政策課 地球温暖化対策実行計画推進事業

46 環境政策課 水域環境改善・浄化対策事業

29ページ

30ページ

31ページ

32ページ

33ページ

23ページ

24ページ

25ページ

26ページ

27ページ

28ページ

17ページ

18ページ

19ページ

20ページ

21ページ

22ページ

11ページ

12ページ

13ページ

14ページ

15ページ

16ページ
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No. 担当課 事業名 掲載ページ

47 クリーンセンター廃棄物対策課 ごみ減量対策事業

48 クリーンセンター廃棄物対策課 資源ごみ対策事業

49 クリーンセンター廃棄物対策課 不法投棄監視市民パトロール支援事業

50 クリーンセンター廃棄物対策課 （新）一般廃棄物処理基本計画策定事業

51 保険課 国民健康保険料収納対策事業

52 保険課 国保保健事業

53 保険課 特定健診・特定保健指導事業

54 健康増進課 市民の健康づくり対策事業

55 健康増進課 （新）健康福祉交流センター管理事業

56 健康増進課 がん検診事業

57 健康増進課 子育て世代支援事業（鳴門市版ネウボラ及び妊産婦健康診査事業）

58 健康増進課 子どもの発達支援事業

59 健康増進課 救急医療対策事業

60 健康増進課 地域医療連携強化事業

61 長寿介護課 （新）高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画策定事業

62 長寿介護課 老人クラブ活性化促進事業

63 長寿介護課 高齢者無料バス優待事業

64 長寿介護課 地域支援事業（介護予防・日常生活支援総合事業）

65 長寿介護課 地域支援事業（包括的支援事業及び任意事業）

66 長寿介護課 基幹型地域包括支援センター事業

67 長寿介護課・社会福祉課 災害時要援護者避難支援事業

68 人権推進課 人権啓発推進事業

69 人権推進課 女性子ども支援事業

70 人権福祉センター 人権文化祭開催事業

71 人権福祉センター （新）人権福祉センター耐震改修・大規模修繕事業

72 社会福祉課 鳴門市地域福祉（活動）計画策定事業

73 社会福祉課 地域生活支援事業

74 社会福祉課 障害者計画・障害福祉計画策定事業

75 社会福祉課 心身障害者等無料バス優待事業

76 社会福祉課 生活困窮者自立支援事業

77 子どもいきいき課 子どものまち推進事業

78 子どもいきいき課 放課後児童健全育成事業

79 子どもいきいき課 地域子育て支援拠点事業（商業施設活用）

80 子どもいきいき課 ブックスタート事業

81 子どもいきいき課 子育て支援体制整備事業

82 子どもいきいき課 次世代育成支援対策施設整備事業

83 子どもいきいき課 ファミリーサポートセンター事業

84 子どもいきいき課 子育て世代支援事業（保育所等保育料の軽減等)

85 子どもいきいき課 子ども医療費助成事業 53ページ

86 まちづくり課 市営住宅改善事業

87 まちづくり課 木造住宅耐震化促進事業

88 まちづくり課 住宅安心リフォーム支援事業

89 まちづくり課 空家等対策事業

90 土木課 排水機場樋門整備事業

91 土木課 道路橋梁耐震化・長寿命化事業

92 土木課 河川改良事業

93 下水道課 公共下水道維持管理事業（雨水）

54ページ

55ページ

56ページ

57ページ

47ページ

48ページ

49ページ

50ページ

51ページ

52ページ

41ページ

42ページ

43ページ

44ページ

45ページ

46ページ

35ページ

36ページ

37ページ

38ページ

39ページ

40ページ

34ページ
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No. 担当課 事業名 掲載ページ

94 下水道課 公共下水道整備事業（汚水）

95 下水道課 下水道普及促進事業

96 下水道課 合併処理浄化槽普及促進事業

97 公園緑地課 ドイツ村公園整備事業

98 公園緑地課 鳴門ウチノ海総合公園活用推進事業

99 商工政策課 地域経済活性化推進事業（エコノミックガーデニング）

100 商工政策課 地場産品振興対策事業

101 商工政策課 就職マッチング事業

102 商工政策課 企業誘致推進事業

103 商工政策課 移住交流支援事業

104 商工政策課 中心市街地活性化推進事業

105 観光振興課 なると観光ブランド化推進事業（鳴門海峡の世界遺産化に向けて）

106 観光振興課 阿波踊り振興事業

107 観光振興課 「鳴門で鳴ちゅるうどんを食べよう！」観光ＰＲ事業

108 観光振興課 観光ボランティアガイド育成事業

109 観光振興課 「橋を渡れば感動の国」セールスプロモーション事業

110 観光振興課 瀬戸内四都市広域観光推進事業

111 観光振興課 コンベンション誘致支援事業

112 農林水産課 農漁業６次産業化推進事業

113 農林水産課 ブランド産地推進事業（農業）

114 農林水産課 コウノトリブランド推進事業

115 農林水産課 農業担い手育成対策事業

116 農林水産課 農業担い手育成対策事業（新規就農総合支援事業）

117 農林水産課 多面的機能支払交付金事業

118 農林水産課 鳥獣被害対策事業

119 水産振興室 とくしま海岸漂着物等地域対策推進事業（掃海事業）

120 水産振興室 ブランド産地推進事業（水産） 71ページ

121 消防総務課 消防車両等整備事業

122 消防総務課 消防施設耐震化整備事業

123 予防課 救急救命士等養成事業 73ページ

124 水道企画課 水道事業経営基盤強化推進事業

125 水道事業課・浄水場 浄水場更新事業

126 ボートレース企画課・ボートレース事業課 モーターボート競走事業健全経営安定化推進事業 75ページ

127 教育総務課 学校給食のセンター化事業

128 教育総務課 地場産品の活用と食育の推進事業

129 教育総務課 学校施設耐震化推進事業

130 教育総務課 学校安全施設整備事業

131 教育総務課 小学校空調設備整備事業

132 学校教育課 学校（園）評価システム推進事業

133 学校教育課 学校づくり計画推進事業

134 学校教育課 幼児教育支援センター事業

135 学校教育課 一時預かり事業

136 学校教育課 学力向上対策推進事業

137 学校教育課 特別支援教育推進事業

138 学校教育課 鳴門市学校・幼稚園防災対策事業

139 学校教育課 学校図書館サポート推進事業

140 学校教育課 学園都市化構想連携協力推進事業

76ページ

77ページ

78ページ

79ページ

80ページ

81ページ

82ページ

64ページ

65ページ

58ページ

59ページ

60ページ

61ページ

62ページ

63ページ

74ページ

66ページ

67ページ

68ページ

69ページ

70ページ

72ページ
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No. 担当課 事業名 掲載ページ

141 教育支援室 外国語教育推進事業

142 教育支援室 小中学校電子黒板整備事業

143 生涯学習人権課 福永家住宅・塩田保存活用事業

144 生涯学習人権課 史跡等地域文化財保存活用事業

145 生涯学習人権課 人権教育推進事業

146 生涯学習人権課 各種学級（女性・成人・高齢者学級）開設事業

147 生涯学習人権課 公民館活用推進事業

148 生涯学習人権課 公民館耐震化事業

149 生涯学習人権課 放課後子供教室推進事業

150 図書館 ＮＰＯ法人との協働による図書館運営事業

151 図書館 （新）市立図書館耐震化及び施設改修事業 88ページ

85ページ

86ページ

87ページ

83ページ

84ページ
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５．各主要施策の概要

企画総務部

〈平成２９年度の取り組み〉

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円） 電子申請・届出利用件数（件） 381 159 155

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

570,663 手続件数（件） 16 15 25

決算額（円） 570,663

未達成

　ふるさと納税ポータル
サイトの普及により、ふ
るさと納税手続きに係る
利用が大幅に減少したた
め。

　電子申請が可能な手続きの
周知及び電子申請に適する手
続きについて、電子申請を利
用できるよう進め、手続件数
及び届出利用件数の増加を図
る。

財
源
内
訳

事業名
電子申請等共同受付シス
テム構築事業

○申請の受付
○申請・届出メニュー増加に向けた検討

　手続件数の増加に向け、電子申請に適する手続きについて調査を行
い、既存の手続きに関してもより利用しやすいものとなるよう見直し
た。

○電子申請・届出利用件数　目標2２0件、実績15５件

予算額（円） 571,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

19 8

2 担当名 総務課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

翌年度繰越額（円） 保有個人情報開示請求件数（件）

平成28年度 平成29年度

944,811 情報公開開示請求件数（件） 100 86 84

目標又は改善策

決算額（円） 1,007,521

計画どおり

　情報公開・個人情報保護制
度及びファイリングシステム
の適正な運用を行い、文書管
理に努める。

財
源
内
訳 指標 平成27年度

1 担当名 総務課
施策の成果等

事業名
情報公開・個人情報保護
事務

　情報公開８４件、保有個人情報８件（簡易開示含む）の開示請求に対
し、開示等を行うとともに、情報公開に係る８件の諮問案件及び個人情
報取扱事務に係る１件の諮問案件について審査するため、情報公開・個
人情報保護審査会を開催した。
　また、ファイリングシステムの適正な維持管理のため、文書の引き継
ぎ、書庫整備等に取り組んだ。

○市民意識調査における行政運営についての満足度
　目標11.4％、実績13.7％

○開示請求等に対する情報開示　　○適正な文書管理の推進
○情報公開・個人情報保護審査会の開催

予算額（円） 1,066,000

62,710

進捗状況
計画通りできなかった

理由

15

11



企画総務部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

3 担当名
総務課・情報化推
進室・関係各課

施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
マイナンバー制度導入事
業

○情報連携開始に向けたデータ整備
○個別システムの改修

  国の示したスケジュールに従い、最終テストや初期副本データの登録
等を行い、本格運用を開始した。

○全体システム対応工程に対する達成率
　目標100％、実績100％

予算額（円） 5,166,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 5,166,000

完了
財
源
内
訳

1,878,000

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

3,288,000 全体システム対応工程に対する達成率（％） 75 91 100

翌年度繰越額（円）

4 担当名 契約検査室
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名 入札改革推進事業

○工事等電子入札の推進
○物品等応募型入札の推進

　建設工事・コンサル業務においては、電子入札を継続し、金額や内容
に応じて、指名競争入札又は制限付一般競争入札における執行を継続し
た。また、指名競争入札の応札者が１者の場合について、指名審査委員
会で了承された案件に限り、１者のみでも有効とする取扱いを継続し
た。
　物品等においては、内容等に応じて応募型指名競争入札又は制限付一
般競争入札による執行を継続した。

○工事等の電子入札の割合
　目標100％、実績100％

予算額（円） 3,611,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 2,997,540

計画どおり

　発注の透明性・競争性・公
平性を確保することを目標と
し、市内業者の受注機会の確
保を優先しつつ、国や県の動
向に合わせ、入札改革を進め
ていく。

財
源
内
訳 指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

2,997,540 工事等入札件数（件） 188 195 227

翌年度繰越額（円） 物品等入札件数（件） 79 102 133
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企画総務部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

平成28年度 平成29年度

担当名 人事課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名 職員人財育成研修事業

○自治大学校などへの派遣研修の実施　○職員研修の計画的な実施
○次年度に向けた研修プログラムの策定

　「平成２９年度研修概要」に基づき、各種の研修を実施した。公務員
倫理の研修を実施するほか、自治大学校が女性の幹部候補養成に位置づ
けている課程に昨年度に引き続き、女性係長を派遣するとともに、市町
村アカデミー、国際文化アカデミー及び四国地方整備局等の外部研修機
関が実施する研修に職員を積極的に派遣した。
　また、次年度に向けた研修プログラムを策定した。

○アンケート中「よく理解できた」「概ね理解できた」の比率
　目標90％、実績96％

5

予算額（円） 7,058,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 6,975,194

計画どおり

　人財育成基本方針及び研修
概要に基づき、計画的に研修
を実施する。また、職員の
ニーズや行政課題等に対応す
るべく、必要に応じて、新た
な研修を追加して実施する。

財
源
内
訳

775,009 指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

6,200,185
アンケート中「よく理解できた」
「概ね理解できた」の比率（％）

94 93 96

翌年度繰越額（円）

6 担当名 人事課
施策の成果等

〈平成２9年度の取り組み〉

事業名
組織・機構の簡素合理化
事業

○必要に応じた組織・機構の見直し

　各所属長及び部長に対して平成2９年度の事務執行体制に関する調
査・ヒアリングを実施した上で、鳴門市能率審議会に諮り、組織・機構
の再編成を行った。

○部・課等の削減数：目標1減、実績1増

予算額（円） - 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） - 

未達成

　組織のスリム化を検討
し、戦略企画課の一部の事
務、ヴォルティス支援室及
び体育振興室をスポーツ課
に再編統合するなどの見直
しを行ったが、結果として
削減には至らなかった。

　市民サービスの質を一定以
上に維持できるのであれば組
織の見直しは最小限にとど
め、市民にわかりやすい組織
づくりに務める。

指標 平成27年度

部・課等の削減（部・課） ▲ 1 0 ▲ 1

翌年度繰越額（円）

財
源
内
訳

13



企画総務部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

予算額（円） 2,385,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由

事業名
（新）市制施行70周年
記念事業

○記念式典の開催
○「10年後の未来への手紙」の実施

　市制施行７０周年記念式典を市文化会館で実施したほか、特別事業と
して、落語家「桂文枝」さんの「第九」をテーマにした創作落語や
「10年後の未来への手紙」を実施した。
　また、７０周年記念パンフレットの配布や、市公式ウェブサイトに７
０周年特設ページを設けるなど、市制施行７０周年のPRを行った。

○70周年記念事業の実施
　目標 事業実施、実績 事業実施

秘書広報課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉
8 担当名

7 担当名 税務課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名 市税徴収率向上対策事業

○口座振替加入の促進　○滞納整理の推進（徳島滞納整理機構との連携
による収入未済額の回収）など
○未課税家屋への調査及び課税の推進

　納税者に郵送用口座振替依頼書を配布し、口座振替加入者の増加を
図った。
　市税徴収員の個別訪問による納付催告を実施するとともに、滞納整理
では、税務調査による担税力の把握及び滞納処分を実施し、高額・悪質
案件については徳島滞納整理機構と連携の上、未済額の回収に努めた。
　未課税家屋の調査を実施し、税負担の公平性確保に努めた。
○市税徴収率（現年＋滞繰）　　目標93.６%、実績9５.５%

予算額（円） 14,108,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 11,169,787

計画どおり

　現年度の未納をできるだけ
減らすべく、納税者の担税力
を早期に把握し、滞納整理を
進めていく。

財
源
内
訳 指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

11,169,787 現年度収入未済額（千円） 112,048 87,623 83,416

翌年度繰越額（円） 市税徴収率（全体）（％） 94.0 94.9 95.5

目標又は改善策

決算額（円） 2,239,291

完了

財
源
内
訳

300,000

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

1,939,291 ７０周年記念事業の実施 事業実施

翌年度繰越額（円）
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企画総務部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円） 広報紙による市政の特集回数（回） 9 10 7

728,278 指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

11,321,012 広報モニターの肯定的評価割合（％） 80.1 85.4 84.8

決算額（円） 12,049,290

計画どおり

　今後もより効率的で見やす
く、伝わりやすい広報活動に努
める。広報紙のカラーページの
拡充、テレビ広報では、周年記
念などを意識した番組作りを心
掛ける。また、広報モニターに
は引き続き若い世代の方に担っ
ていただき、多様な意見を抽出
できるようにする。

財
源
内
訳

広報なると・テレビ広報
充実事業

○魅力的な広報紙づくり
○テレビ広報なるとの放映

　広報なるとでは、広報戦略プランに基づき、より正確かつ分かりやす
い情報を提供するため、行政用語を平易な言葉に言い換えたり、イラス
ト、写真の適切な使用など、受け手の目線に立った広報紙の作成に努め
た。
　テレビ広報では、新コーナー｢鳴門７０年のあゆみ｣を放送し、市制施
行７０周年の祝賀ムードを高めた。
　また、若い世代の声を紙面・番組に反映させるため、鳴門教育大学の
学生２名を広報モニターに委嘱した。

○広報モニターの肯定的評価割合
　目標70％、実績84.8％

予算額（円） 12,235,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

財
源
内
訳

情報化推進室

9 秘書広報課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉
担当名

事業名

　引き続き、小冊子・カレン
ダーの作成、及び写真動画コ
ンテストの実施、イベント広
報費用への助成を行い、鳴門
市のイメージアップを図る。

10 担当名
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
イメージアップ戦略推進
事業

○イメージアップ小冊子、カレンダーの作成
○イベント広報費用への助成
○写真・動画コンクールの開催
　小冊子「鳴門やけん」の塩編、渦編を制作し、市内の小学５・６年生
や市内外の各施設に配布したほか、イメージアップカレンダー「ナルト
メイド」の作成、写真動画コンテスト「Narustagram」を実施した。
　"鳴門へおいでよ"イベント広報活動支援補助金を交付した。

○イメージアップ事業実施数
　目標4件、実績4件

6 4

予算額（円） 4,269,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 3,891,975

計画どおり

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

3,891,975 イメージアップ事業実施数（件） 4

翌年度繰越額（円）
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企画総務部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

11 担当名 情報化推進室
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
電子自治体情報化戦略推
進事業

○業務システムの効率的な連携の推進
○情報セキュリティ対策の推進

　自治体情報セキュリティ強靭化事業により３系統に分離した庁内ネッ
トワークについて、並行運用期間を経て、本格運用を開始した。また、
徳島県版自治体情報セキュリティクラウドの運用においては、徳島県等
との連携を密に図りながら、適切な対応を行った。
　「情報化投資事前協議書」等による情報化投資の一元管理体制の徹底
を図り、全庁的な視点による効果的なICT投資の推進に努めた。

○事前協議を経て全庁的な視点から実施した情報化投資の割合
　目標100％、実績100％

予算額（円） - 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） - 

計画どおり

　引き続き、全庁的な視点に
よる効果的なＩＣＴ投資の推
進を図るとともに、今後も県
や他市町村と連携しながら、
よりセキュアなシステム運用
環境を維持していく。

財
源
内
訳 指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事前協議を経て全庁的な視点から実施した
情報化投資の割合（％） 100 100 100

翌年度繰越額（円）

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業活用事業者数（社） 4 5

財
源
内
訳

648,000

予算額（円） 648,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 648,000

計画どおり

   商談会を通じた販路開拓支援
を継続実施する。商談会への参
加を通じて、より販路拡大につ
ながる可能性のある事業者を優
先して掘り起こしてもらえるよ
う銀行と連携して実施する。

12 担当名 戦略企画課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
鳴門産品販路開拓支援事
業

○商談会を通じた販路開拓支援

  地場産品の販路開拓を行うため、地方銀行と協力し、「地方銀行フー
ドセレクション」や「『食の魅力』発見商談会」の出展ブースの買い取
りを行うなど、市内事業者5社の出展支援を実施した。

○事業活用事業者数
　目標5社、実績5社

16



企画総務部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

14

13 担当名 戦略企画課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
なるとビジネスプランコ
ンテスト開催事業

○なるとビジネスプランコンテストの開催
○優秀者等への創業支援

　２０件のプランの応募があり、プラン作成講座や書類審査の結果、7
件を最終選考の対象とした。またプレゼンテーション講座の開催やプラ
ンのブラッシュアップを経て、最終選考会をキョーエイ4階で実施。公
開でプレゼンテーションを行い、グランプリ1件、準グランプリ1件を
選出した。

○プラン応募者数
　目標15件、実績20件

予算額（円） 1,070,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 845,162

計画どおり

   鳴門市の事業者または、鳴門の資
源を活用したプランという狭い範囲
で募集をしているため、応募件数の
確保が課題である。商工関係団体や
市内企業等との連携を密にするとと
もに、応募しやすいテーマ等を検討
する。

財
源
内
訳 平成29年度

845,162 プラン応募者数 16 16 20

指標 平成27年度 平成28年度

翌年度繰越額（円）

戦略企画課・
スポーツ課

施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
ASAトライアングルを
結ぶサイクリングツーリ
ズム推進事業

○サイクリングルートの設定　○サイクリスト受入態勢整備
○関連イベントの開催　など

　淡路ー鳴門間を自転車で往来できるよう自転車輸送を開始したほか、
「サイクリングコース」や「おもてなしスポット」を掲載した「ASA
サイクリングコースマップ」の作成、ＡＳＡサイクリングツーリズム推
進事業PR動画の制作を行った。
　また、島田島ハーフマラソンの開催や、鳴門・南あわじ渦潮ファンラ
イドを報知新聞社と共催で行うなど、関連イベントを実施した。

○３市の交流人口増加数
　目標6,000人、実績498人

担当名

予算額（円） 65,000,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 39,065,406

未達成

   自転車輸送の開始などによ
り、サイクリストを呼び込む
きっかけ作りや、サイクリン
グツーリズムの機運を高める
ことはできたが、交流人口の
十分な増加には至らなかった
ため。

   サイクリストを呼び込むための環
境整備や積極的な広報活動、関係イ
ベント等の各種施策を引き続き行っ
ていく必要がある。また、割高と
なっている自転車輸送の方法につい
ても検討が必要である。

財
源
内
訳

19,532,703

13,212,000 指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

6,320,703 ３市の交流人口増加数 498

翌年度繰越額（円）
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企画総務部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

決算額（円） 209,000

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

交流人口の増加数 38,000

財
源
内
訳

34,333,332

34,333,331

予算額（円） 69,000,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 68,666,663

計画どおり

    集客のための各イベント
については、費用対効果など
の観点から今後も継続的に取
り組んでいく事業と、縮小す
る事業の見極めを行う必要が
ある。

事業名
四国のゲートウェイ推進
事業

○四国の関所イベントの開催
○ＣＭ、動画等によるＰＲ

　市内関係機関の代表者及び有識者等からなる検討委員会を開催し、交
流拠点施設整備に向けた提言を取りまとめた。
　「四国の肉グルメ＆祭りフェス」や「ＮＡＲＵＴＯ　ＡＲＴ　ＧＡＴ
Ｅ　ＩＬＬＵＭＩＮＡＴＩＯＮ　２０１７」など、県内外からの集客を
図るイベントを実施するとともに、鳴門市プロモーション動画「鳴門た
び」を作成し、県内外に情報発信を行った。

○交流人口の増加数
　目標8,000人、実績38,000人

15 担当名
戦略企画課

情報化推進室

施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

16 担当名 戦略企画課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名 地域婚活支援事業

○出逢いの機会を創出する事業への支援

　鳴門市内で事業者が行う婚活イベントに対し、補助金を交付した。

○婚活イベント支援数　   目標2件、実績２件

予算額（円） 2,000,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

計画どおり

  周知方法については、公式
ウェブサイト、広報紙、テレビ
広報等のほか、婚活イベントを
開催している団体等に呼びか
け、支援数を増加させる。

財
源
内
訳 指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

209,000 婚活イベント支援数（件） 4 3 2

翌年度繰越額（円）
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企画総務部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円） 8,292,240

財
源
内
訳

59,869,300

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

18,328,106 鳴門駅周辺整備進捗状況

西側自歩
道完成・
ロータ
リー実施
計画策定

一部竣工

基本計
画・自歩
道整備実
施計画策

定

決算額（円） 132,497,406

ほぼ計画どおり

    概ね工事は完了したが、
完成した施設を効率的、効果
的に運営していく必要があ
る。

54,300,000

予算額（円） 174,040,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

18 担当名 戦略企画課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名 鳴門駅周辺整備事業

○歩道橋の撤去
○歩道及び駐輪場の設置　など

　ＪＲ四国と協定締結後、歩道橋を撤去するとともに、駅西側駐輪場の
残工事、東側駐輪場工事を施工した。また、平成２８年度に策定した実
施設計に基づき、駅前ロータリー改修工事に着手した。

○鳴門駅周辺整備進捗状況
　目標 竣工、実績 一部竣工（88％）

翌年度繰越額（円）

参加人数（人） 611 707 783

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

372,541

決算額（円） 372,541

計画どおり
   コース上の看板設置等につ
いて参加者からの意見をもと
にさらなる改善を図る。財

源
内
訳

事業名
大学リレーマラソン実施
事業

○大学リレーマラソンの実施

　11月5日に第3回鳴門リレーマラソンを開催し、70チーム783名が
参加した。

○参加人数
　目標500人、実績783人

予算額（円） 500,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

17 担当名 戦略企画課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉
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企画総務部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円）

654,480

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

事業実施数（件） 0 4

決算額（円） 1,308,960

計画どおり
   事業化に向けては、関係機
関や関係各課との調整が必要
不可欠である。財

源
内
訳

654,480

事業名 総合戦略推進事業

○総合戦略に掲げる個別事業の検討及び推進

　四国のゲートウェイ拠点施設整備基本計画の調査検討や市内サイクリ
スト通行量調査などを実施した。
　また、平成２８年度に調査検討を行った各事業の実施に着手した。

○事業実施数
　目標4件、実績4件

予算額（円） 3,000,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

20 担当名 戦略企画課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

翌年度繰越額（円）

1,192,666 指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

137,267,705 再編済み路線（全7路線）数（本） 7 7 7

決算額（円） 138,460,371

計画どおり

  乗客調査を行い、利用実態の把握
に努め、路線の効率化を検討する。
  市民との協働による新たな公共交
通の検討を行いながら、地域が主体
となって自らが作り育てるという意
識の醸成に努める。

財
源
内
訳

事業名 公共交通対策事業

○地域バス・協定路線の運行
○新公共交通体制の検討

　協定路線の乗客調査を実施するとともに、利用者の利便性向上のた
め、協定路線の大麻線について第２便目をドイツ館へ乗り入れるよう経
路を変更するとともに、この便を含むドイツ館へ乗り入れる４便につい
ては、小鳴門橋まで延伸する経路変更を実施した。

○再編済み路線数（全7路線）
　目標7本、実績7本

予算額（円） 140,119,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

19 担当名 戦略企画課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

20



企画総務部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

寄附金額（千円） 50,659 155,261 318,346

財
源
内
訳 130,202,133

予算額（円） 150,328,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 130,202,133

計画どおり

   毎年、ふるさと納税市場規
模は拡大を続けるものの、政
府方針により、返礼品割合等
に関して通知が発出されてい
るため、全国の情勢を注視し
ながら、本市ふるさと納税運
用の検討を進めていく必要が
ある。

22 担当名 戦略企画課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
「ふるさと納税寄附金」
推進事業

○パンフレット作成によるＰＲ
○ポータルサイト受付窓口の拡充

　記念品取扱品目を２５６種類（前年同月比１０１種）、記念品コース
を17コース（前年度同月比5コース）に拡充したほか、パンフレット
によるPRを行うとともに、ポータルサイト「ふるなび」に新規登録
し、申立窓口の増加による寄附者の増加に努めた。

○寄附金額
　目標120,000千円、実績318,346千円

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

行政評価実施事務事業数 147 150 151

財
源
内
訳

125,358

予算額（円） 191,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 125,358

計画どおり

  従来どおりの内部評価を実施
する。また、平成30年度には
『市民等による事業評価事業』
として、鳴門市総合計画審議会
委員による事業評価を実施す
る。

21 担当名 戦略企画課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
行政評価推進事業（市民
等による事業評価事業）

○実施計画掲載事業に対する行政評価の実施
○市民による事業評価の実施

　総合計画実施計画全事業を対象に行政評価を行うとともに、外国人に
よる事業評価事業を行った。

○行政評価実施事務事業数
  目標151件、実績151件

21



企画総務部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円） 統一的な基準による地方公会計制度の整備率（％） 50 80 100

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

固定資産台帳の整備率（％） 50 100 100

財
源
内
訳

3,612,600

予算額（円） 3,613,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 3,612,600

完了

24 担当名 財政課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
統一的な基準による地方
公会計制度導入事業

○固定資産台帳の更新
○統一的な基準に基づく財務書類の作成

　平成28年度中に異動した資産を調査し、固定資産台帳の更新を行っ
た。
　平成28年度決算数値を用いた財務諸表を作成し、市公式ウェブサイ
トに公表した。

○統一的な基準による地方公会計制度の整備割合
　目標100％、実績100％

翌年度繰越額（円） 普通会計基金残高（百万円） 3,410 3,090 2,995

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

普通会計地方債残高（臨財債除く）（百万円） 17,234 16,731 17,133

財
源
内
訳

予算額（円） - 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） - 

計画どおり

　本市の財政状況は、依然と
して厳しく、楽観視できる状
態ではないことから、引き続
き着実な行財政改革に取り組
む。

23 担当名 財政課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
スーパー改革プラン推進
事業

○スーパー改革プラン2020の進捗管理

　計画の進捗管理を通じて、各担当課との情報共有を図るとともに、鳴
門市行政改革推進本部において、行財政改革の推進に向けた課題等につ
いて議論を行った。
　また、予算編成過程においても、計画に掲げる中期財政収支見通しや
財政健全化指標に留意しつつ、本市の将来をしっかりと見据えた未来志
向のまちづくりを着実に推進できる予算となるよう努めた。

○普通会計基金残高
　目標2,317百万円、実績2,995百万円

22



企画総務部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

訓練・啓発等実施組織数 40 40 34

財
源
内
訳 2,000,000

3,158,123

予算額（円） 5,910,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 5,158,123

ほぼ計画どおり

　自主防災組織の活動推進に
向けて、組織の財政的不安を
解消する対策を講じ、活動意
欲の減少を防ぐため、防災意
識の啓発と高揚に努める。

26 担当名 危機管理課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名 自主防災活動促進事業

○自主防災組織の活動支援

　組織運営や資機材整備、避難路整備等について助成金の交付を行うと
ともに、自主防災組織活動活性化助成金制度の活用を促し、組織活動の
活性化を図った。
　また、自主防災会の会合や訓練に参加し、活動意欲の高揚を図った。
　さらに、コミュニティ助成事業の実施主体となる組織を選定するため
の要件を、各地区自主防災会に示すことで、自主防災会の活動目標を明
確化した。

○訓練・啓発等実施組織数
　目標42組織数、実績34組織数

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

出前講座（回数） 14 21 13

財
源
内
訳

765,587

予算額（円） 1,190,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 765,587

ほぼ計画どおり

　従来の出前講座等に加え
て、各地域の実情に即した災
害への対応や市の防災対策を
説明し、「地域出前防災教
室」を引き続き実施する。

25 担当名 危機管理課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
地震等災害対策普及啓発
事業

○徳島県総合防災訓練の実施　○出前講座、広報などによる普及啓発
◎市制施行70周年記念事業「防災啓発事業」の実施

　 徳島県と本市の共催で徳島県総合防災訓練を実施するとともに、各
地区自主防災会が地域で訓練を実施し、防災意識の高揚を図った。
    また、出前講座等を開催し、防災知識の普及啓発を図るとともに、
広報なるとや市公式ウェブサイト等により、市民に防災情報を発信し
た。平成2９年度については、市民と意見交換を行う「地域出前防災教
室」を鳴門東地区で実施した。
　市制施行７０周年記念事業として、「釜石の奇跡」を実現に導いた片
田 敏孝 氏を講師に招き、防災講演会を開催した。

○自主防災会避難訓練・防災啓発実施組織数
　目標42組織数、実績34組織数
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企画総務部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

ハザードマップの周知(人数) 894 813 59,048

財
源
内
訳

2,000,000

7,511,858

予算額（円） 16,646,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 9,511,858

計画どおり

　今後は、県が新たに公表を
予定している浸水想定等の情
報を反映させることや、新た
なハザードマップの作成につ
いて検討を行う。

28 担当名 危機管理課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
ハザードマップ作成・見
直し事業

○「土砂災害・洪水ハザードマップ」の見直し・配布
○ため池ハザードマップの配布
○カラーユニバーサルデザインの認証取得

　昨年度作成した１３ヵ所の「ため池ハザードマップ」について、印刷
及び配布を行った。
　また、「土砂災害・洪水ハザードマップ」については、県から新たに
公表した浸水想定を反映したものに改訂を行い、印刷及び配布を行っ
た。
　ともに印刷の際には色覚の個人差を問わず情報を得られるよう配慮
し、カラーユニバーサルデザインの認証を取得した。

○ハザードマップの作成
　目標 ため池ハザードマップ印刷・配布
　　　 土砂災害・洪水ハザードマップ見直し、
           印刷・配布
　実績 ため池ハザードマップ印刷・配布
　　　 土砂災害・洪水ハザードマップ見直し、
           印刷・配布

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

アルファ化米の備蓄量（食） 23,638 39,840 39,840

財
源
内
訳

1,851,000

1,850,888

予算額（円） 6,319,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 3,701,888

計画どおり

　当初の備蓄計画の目標には
到達したものの、計画の見直
しの検討や災害時における、
より適切な対応のため、物資
の保管場所や運搬方法等につ
いて検討を行う。

27 担当名 危機管理課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名 災害用備蓄事業

○アルファ化米などの災害用物資の配備

　携帯トイレなどの生活必需品の物資に加え、アレルギー対応の食料や
避難所運営に必要な資機材等について備蓄を行った。
　また、賞味期限切れ間近となったアルファ化米を活用し、市民への災
害用備蓄の啓発を行った。

○アルファ化米の備蓄量
　目標39,708食、実績39,840食
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市民環境部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円） 市民協働のまちづくりウェブサイト更新回数（回） 55 55 47

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

市民等との協働事業数（事業） 159 159 161

財
源
内
訳

500,000

3,142,360

1,361,233

予算額（円） 5,696,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 5,003,593

計画どおり

　自治基本条例に掲げる市民等
が主役のまちづくりの実現に向
けて、市民活動団体やNPO団体
等が実施する活動を支援すると
ともに、市公式ウェブサイトや
広報紙等を活用し、情報発信に
努める。

30 担当名 市民協働推進課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
市民協働のまちづくり推
進事業

〇We Loveなるとまちづくり活動応援補助金の拡充による市民の自主
的活動の支援　　○まちづくり団体の活動に対するサポート
○協働拡充に向けた環境整備

　「ＷｅＬｏｖｅなるとまちづくり活動応援補助金」については、前年
度に引き続き行政提案型部門と市民提案型部門を設けて、市民活動団体
による地域の課題解決に向けての支援を行った。
　SNS等を活用し、市民の主体的なまちづくりに関する情報発信を強
化し、市民の主体的なまちづくり活動のサポートを行った。
　 また、市内各地において花の育成・飾花を行う鳴門市花いっぱいの
まちづくり事業を実施した。
○市民との協働事業数
　目標150事業、実績161事業

翌年度繰越額（円） 消費者問題講演会参加人数（人） 120 120 150

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

消費者問題講演会開催（回数） 1 1 1

財
源
内
訳

2,515,000

3,263,358

予算額（円） 6,395,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 5,778,358

計画どおり

　市消費生活センターにおける
相談業務の継続と「鳴門市消費
者被害防止見守りネットワー
ク」を活用した見守り体制の強
化を図るとともに、地域・学校
での出前講座やチラシ配布等に
よる消費者教育の啓発強化に努
める。

29 担当名 市民協働推進課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名 消費者相談窓口充実事業

○消費生活に関する苦情・相談対応　○消費生活センターの周知
○講演会、出前講座等の開催による啓発
○相談員のレベルアップ（研修等）
　市消費生活センターにおいて、専門的知識を持った相談員が、市民か
ら消費生活に関する苦情・相談を受け、解決に向けた助言や情報提供等
を行った。また、高齢者や障がい者等の消費者被害防止に向けた取り組
みを効果的かつ円滑に行うことを目的に消費者被害防止見守りネット
ワークを設立した。
　広報なると等に啓発記事を掲載したほか、相談員による出前講座の実
施、消費者問題講演会を他のイベントと同時開催するなどし、消費者ト
ラブル防止に向けた啓発を行った。

○消費生活センター相談件数
　目標300件、実績363件
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市民環境部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円） 助成を受けた団体数（累計）（団体） 33 34 35

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

助成を行った団体数（団体） 1 1 1

財
源
内
訳 2,500,000

予算額（円） 2,500,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 2,500,000

計画どおり

　（財）自治総合センターよ
り募集があれば、地域の要望
に基づき応募を継続して行
う。

32 担当名 市民協働推進課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名 コミュニティ助成事業

○コミュニティ活動に必要な備品等の整備に対する支援

　高島秋祭り実行委員会（神輿・屋台の修繕、衣装の新調）に対して助
成を行うとともに、広報紙等で団体の活動等を紹介するなど、伝承文化
を次世代に引き継ぐ活動を地域とともに実施した。

○助成を受けた団体数（累計）
　目標35団体、実績35団体

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

地区自治振興会と協働して実施している事業（事業） 20 20 24

財
源
内
訳

11,004,000

予算額（円） 11,004,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 11,004,000

計画どおり

　各地区におけるまちづくり
活動の支援や情報発信を行う
とともに、町内会への加入促
進を図る。

31 担当名 市民協働推進課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名 自治振興会連携促進事業

○地域づくり事業への支援
○自治振興会相談業務の実施

　各地区自治振興会に「地域づくり事業活性化補助金」を交付するとと
もに、活動・行事等の情報発信を行い各地区におけるまちづくり活動を
支援した。
　地区自治振興会会長会を開催し、地域が抱える課題等の把握・情報交
換に努めた。また、町内会への加入率向上のため、窓口で加入促進パン
フレットを配付したほか、不動産業者を通じ、契約者に当該パンフレッ
トを配付し加入を呼びかけた。

○地区自治振興会と協働して実施している事業
　目標20件、実績24件

26



市民環境部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円） 全国大会等出場回数（回） 25 27 34

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

1,245,000 体育協会加盟競技者数（人） 6,887 6,646 6,488

財
源
内
訳

予算額（円） 1,245,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 1,245,000

計画どおり

　引き続き、助成制度を通じて各競
技団体への支援を行うとともに、各
団体の活動等をスポーツサイト（市
公式ウェブサイト）で紹介すること
により、市民のスポーツに対する関
心を高める。

34 担当名 スポーツ課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
鳴門市体育協会運営支援
事業

○鳴門市体育協会の運営支援

　各競技団体において市民体育祭をはじめとする大会等を開催。国民体
育大会等のスポーツ大会へ出場する者に対し、出場補助金を支出したほ
か、体育・スポーツ活動に貢献した者、スポーツ大会で優秀な成績を残
した者の功績を称え、表彰した。
　各競技団体の大会開催回数や、スポーツ振興に繋がる施策の実施状況
に応じて、活動費として補助金の支出を行った。

○全国大会等出場回数
　目標20回、実績34回

33 担当名 スポーツ課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名

「頑張れ！ヴォルティ
ス」なると観光ブランド
化・ホームタウン連携事
業

○プロスポーツを通じた交流とにぎわい創出
○「行きたくなるとＧＯ！！」を活用した県内外での特産品ＰＲ

 　ホームゲームの開催時には、市公式ウェブサイト等を活用して市民
に来場を促すよう告知を行うとともに、鳴門市民デーでは、吉本興業所
属の「ライセンス」の招聘、エア遊具「なるちゃんワールド」の設置等
を実施し、会場のにぎわいを創出した。
　また、市オリジナルの応援ポスターの作成、うずしお橋へのタペスト
リーの設置、徳島ヴォルティスと連携した高齢者向けの健康教室を開催
した。
　さらに、「行きたくなるとＧＯ！！」を活用し、ホームゲームに訪れ
たアウェイサポーターに対し特産品ＰＲを行うとともに、アウェイゲー
ム会場での観光ＰＲを実施した。

○ホームゲーム平均観客数
   目標4,800人、実績4,979人

予算額（円） 3,295,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 2,888,497

計画どおり

　市民参加型のイベント等を企
画し、市民の応援機運の醸成を
図るとともに、アウェイ戦での
観光ＰＲ等の実施により県外か
らの誘客促進を図る。

財
源
内
訳 2,888,497 指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

市民の機運醸成を図るイベント数（回） 6 8 9

翌年度繰越額（円） アウェイゲームでの観光ＰＲ（回） 4 2 4
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市民環境部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円） 参加率（％） 49.9 58.5 64.0

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

300,000 参加者数（人） 30,295 35,142 38,115

財
源
内
訳

予算額（円） 300,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 300,000

計画どおり

　開催について早めにＰＲ活
動を行うとともに、本事業の
注目度を向上させる施策を盛
り込むなど、参加率の向上に
取り組む。

36 担当名 スポーツ課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
市民総参加型スポーツイ
ベント実施事業

○鳴門市チャレンジデーの開催

　５月３１日の鳴門市チャレンジデーにおいて、各団体に対してイベン
ト開催依頼やＰＲ活動等を行い、当日はいきいき百歳体操や第九体操な
どの様々なイベントを開催した。

○参加率
　目標60.0％、実績64.0％

翌年度繰越額（円） 参加のべ人数（人） 24,778 24,040 29,740

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

200,000 プログラム開催回数（回） 2,167 2,000 2,571

財
源
内
訳

予算額（円） 200,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 200,000

計画どおり

　引き続き、両団体が自主財
源を主とし、継続的に自立し
た活動ができる総合型スポー
ツクラブとなるよう方策及び
支援のあり方を検討してい
く。

35 担当名 スポーツ課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
総合型地域スポーツクラ
ブ支援事業

○総合型地域スポーツクラブの活動支援

　NARUTO総合型スポーツクラブ及び一般社団法人NICEへ、活動支
援として補助金の支出や活動施設の使用料の減免等を行うとともに、将
来に向けて自立した総合型地域スポーツクラブとなるよう支援を行っ
た。
　また、生涯スポーツ推進事業やチャレンジデーでのイベントを通じ
て、総合型地域スポーツクラブの普及や活動の支援も行った。
○参加人数（のべ）
　目標16,000人、実績29,740人
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市民環境部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

第2期基本計画策定 未策定

財
源
内
訳

予算額（円） 894,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） - 

未達成

　文化施設等の整備及び充
実に向けた方針や施策等を
本計画に反映するには、公
共施設総合管理計画に基づ
く個別施設計画を先に策定
し、文化施設の更新等の方
向性を示す必要が生じたた
め。

　個別施設計画で長期的視点
にたった文化施設の今後の方
向性を示した上で、本計画の
策定に着手する。

38 担当名 文化交流推進課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
（新）第2期文化のまち
づくり基本計画策定事業

◎第2期鳴門市文化のまちづくり基本計画の策定

　文化のまちづくり基本計画を策定するにあたっては、文化活動の拠点
となる文化施設の更新等について、公共施設等総合管理計画との整合性
をふまえつつ、長期的視点にたった個別施設計画を策定した上で、文化
施設の活用及び充実に関する方向性を明確にしていく必要があるため、
まず個別施設計画を策定し、文化施設の更新等のビジョンを示した上で
本計画の策定に着手することとした。

○第２期基本計画策定
　目標 計画策定、実績 未策定

翌年度繰越額（円） 生涯スポーツ推進事業イベント参加者数（人） 983 1,081 640

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

450,000 生涯スポーツ推進事業実施団体数（団体） 4 4 3

財
源
内
訳

予算額（円） 600,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 450,000

未達成

　事業実施団体が目標と
していた団体数に達しな
かったことにより、イベ
ントの参加者数も減少し
たため。

　新規団体等から様々な企画
提案がなされ、市民がよりス
ポーツに触れる機会が創出さ
れるよう、本事業の周知方法
や運用等を再検討する。

37 担当名 スポーツ課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名 生涯スポーツ推進事業

○スポーツの機会を提供する事業への支援

　スポーツ推進に取り組む団体からの企画提案を募集し、選定委員会に
おいて補助団体を決定した。市内３団体への支援により、様々な世代を
対象とした事業が実施された。

○生涯スポーツ推進事業イベントへの参加者数
　目標960人、実績640人
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市民環境部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円） 使節団への学生の参加者数(リュ市・鳴門市)(人) 12 12 12

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

使節団新規参加者の割合(リュ市・鳴門市)(%) 66 62 66

財
源
内
訳 1,000,000

3,540,919

予算額（円） 5,320,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 4,540,919

計画どおり
　姉妹都市交流において、市
民同士の交流や若い世代の交
流の促進を図る。

40 担当名
文化交流推進課・
観光振興課・学校
教育課

施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名 国際・国内交流推進事業

○中国友好都市などとの交流事業　○第22回鳴門市姉妹都市親善使節
団の派遣　◎会津若松市との交流事業の実施
◎日中友好交流卓球交歓大会派遣事業の実施

　第22回鳴門市姉妹都市親善使節団員（大人１９人、青少年１２人）
をリューネブルク市に派遣し、両市民の友好交流を深め、次世代の国際
交流を担う人材育成を行った。
　また、国内親善都市会津若松市との交流事業を実施したほか、中国北
京市で開催された中学生卓球大会に張家界市とともに出場し、両市の中
学生同士が交流を深めた。

○使節団新規参加者の割合
　目標60％、実績66％

翌年度繰越額（円） 市民文化講座数（講座） 18 17 16

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

芸術祭開催延べ日数（日） 26 26 27

財
源
内
訳 3,000

1,393,975

予算額（円） 1,404,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 1,396,975

ほぼ計画どおり

　鳴門市芸術祭の開催や音響
機器等の貸出、各種文化事業
の実施など、文化・芸術を通
じたにぎわいづくりを推進す
る。

39 担当名 文化交流推進課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名 文化振興事業

○文化展、市展、芸能祭の開催等
○音響、照明機器等の貸出しによる支援
○「NHKのど自慢」の開催

　鳴門市芸術祭として、文化展、市展、芸能祭を開催し、市民文芸を発
刊した。 また、文化月間協賛イベントの広報活動、市民ギャラリーな
どの文化事業を実施したほか、文化活動の活性化のため、文化活動サ
ポート事業として音響・照明・映像機器の貸し出しなどを行った。
　NHKとの共催による公開番組収録を開催した。

○文化ボランティア団体数
　目標30団体、実績24団体
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市民環境部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

ドイツ館周辺への来訪者数（人） 76,050 82,829

財
源
内
訳

3,838,500

5,497,461

予算額（円） 9,854,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 9,335,961

計画どおり

　「板東俘虜収容所関係資
料」の価値を広く周知啓発す
るため、館外での企画展示の
実施を検討する。

42 担当名
ドイツ館・「第
九」ブランド化
推進室

施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
ユネスコ「世界の記憶」
登録推進事業

○資料保存調査検討委員会設置　○ドイツ館収蔵史料のデジタル化
○ウェブサイト、史料検索システムの運用　◎開所100周年講演会・
企画展の開催　○ドイツ館資料レプリカの作成

①資料の整理・台帳作成を行った。
②県教育委員会と共同で「板東俘虜収容所関係資料」ユネスコ「世界の
記憶」調査検討委員会を開催した。
③「板東俘虜収容所」関係資料保存管理調査検討会を開催し、「保存管
理計画」策定作業を始めた。
④作成したレプリカの活用と、デジタル化した資料画像をWEBで公開
した。
⑤ユネスコ「世界の記憶」に関する企画展示や講演会の開催を通して周
知啓発に取り組んだ。また、ドイツ・リューネブルク博物館で開催され
た企画展に協力した。
⑥板東俘虜収容所開所100周年イベントを開催した。
○ドイツ館周辺への来訪者数
　目標75,250人、実績82,829人

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

ドイツ館周辺への来訪者数（人） 69,174 76,050 82,829

財
源
内
訳

10,001,594

110,000

11,325,903

予算額（円） 23,143,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 21,437,497

計画どおり

　プロジェクト実施計画を基
に、具体的な実施内容について
産学官民連携のもと推進してい
くとともに、プロジェクト終了
後のブランド化の取り組みにつ
いて検討する。

41 担当名
「第九」ブランド
化推進室・戦略企
画課・学校教育課

施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
アジア初演「なると第
九」ブランド化プロジェ
クト推進事業

○啓発、次世代育成事業等の推進　◎小中学校での映画「バルトの楽園」上映
○「第九」交響曲演奏会、「美術館でなるとの第九」等の開催　○ドイツ館周
辺イルミネーション設置　◎収容所周辺ウォーキングイベントの開催

①観光産業化推進（FMラジオ番組制作、ウォーキングイベント開催、
「なると第九」記録動画撮影、イルミネーション設置等）
②次世代育成（幼小中での「なると第九」現地学習・歴史学習・合唱講
習、ジュニア演奏会実施準備等）
③啓発ＰＲ（小中での映画「バルトの楽園」上映、巡回パネル展開催、
県内外イベントでのＰＲ活動、広報啓発グッズの作成配布等）
④演奏会実施（文化会館・大塚国際美術館演奏会等）
○ドイツ館周辺への来訪者数
　目標75,250人、実績82,829人
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市民環境部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円） 洋上ゾーニング評価マップ作成検討会議(回) 5 12

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

再生可能エネルギー導入に関する会議の開催(回) 10 7

財
源
内
訳

18,882,098

318,343

予算額（円） 19,750,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 19,200,441

未達成

　太陽光発電導入につい
て、太陽光パネル設置可
能な公共施設への設置が
概ね完了していることか
ら、新たな設置には至ら
なかった。

　太陽光エネルギー利用の継
続と、それ以外の再生可能エ
ネルギー導入について改めて
検討する。

44 担当名
環境政策課・
商工政策課

施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
再生可能エネルギー導入
推進事業

○風力発電等に係るゾーニング導入可能性検討
　モデル事業の共同調査・検討

　環境省の「風力発電等に係るゾーニング導入可能性検討モデル事業」
を活用し、里浦町沖の洋上風力導入の可能性について、自然電力㈱、
(一社)徳島地域エネルギーと共同で調査・検討を行った。
　漁業関係者や各機関との協議、事業実施にあたる内部検討会を行いな
がら、整理した情報や調査・ヒアリング結果をもとに「海域における洋
上ゾーニング評価マップ」を作成した。
○太陽光発電導入箇所　　目標2箇所、実績0箇所

翌年度繰越額（円） 環境学習館利用者数（人） 7,335 7,429 7,134

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

イベント・講座実施数（件） 33 30 30

財
源
内
訳 4,800

259,243

予算額（円） 326,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 264,043

ほぼ計画どおり

　人気の高いイベントを継
続･拡大し、利用率の低いイ
ベントは見直すなど、事業の
効率性を考慮しながら利用者
数増加への取り組みを検討す
る。

43 担当名 環境政策課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名 環境学習推進事業

○環境学習講座、施設見学の実施
○「フクロウと子どもたちの森」の整備

　環境学習館において、環境学習に関する各種講座や施設内の見学を実
施し、市民の環境に関する意識の普及啓発に努めた。また、市民が利用
しやすいフクロウと子どもたちの森の環境づくりに努めた。

○環境学習館利用者数
　目標8,300人、実績7,134人
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市民環境部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

　全庁的に連携を取り合い、
職員の意識啓発に取り組みな
がら、市民・事業所等の団体
にも環境に配慮した自主的な
取り組みを促していく。

目標又は改善策進捗状況
計画通りできなかった

理由

計画どおり

翌年度繰越額（円） ＥＭ資材費（千円） 753 1,038 951

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

ＥＭ培養装置貸与団体地区数(地区） 7 8 8

財
源
内
訳

1,880,324

予算額（円） 3,030,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 1,880,324

ほぼ計画どおり

　EM普及のため、EM培養
装置の市内全域設置を目指し
て、未設置の地域に対しての
周知と促進を図っていく。

46 担当名 環境政策課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
水域環境改善・浄化対策
事業

○河川等の水質調査の実施　○ＥＭ活性液培養装置の貸与
○ＥＭ活性液培養資材の提供

　城見橋・木津神橋付近の公共用水域で毎月水質調査を実施するととも
に、市内各所における年1回の市内水質総合調査を実施した。
　各自治振興会等にＥＭ培養装置の設置を働きかけたほか、黒崎地区に
おいて機器を更新した。また、市民団体等と新池川の水辺環境改善事業
に取り組んだ。

○ＥＭ培養装置貸与団体地区数    目標９箇所、実績8箇所

翌年度繰越額（円） 温室効果ガス排出量（ｔ） 15,252.8 21,349.2 19,276.8

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

電気使用料（千ｋｗｈ） 18,122 20,880 21,953

財
源
内
訳

76,698

予算額（円） 93,000

決算額（円） 76,698

45 担当名 環境政策課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
地球温暖化対策実行計画
推進事業

○緑のカーテンコンテストの開催
○クールビズ、ウォームビズ等の推進

　第４次鳴門市地球温暖化対策実行計画に基づき温暖化対策に取り組ん
だ。
　市民への啓発として緑のカーテンコンテストの開催や市役所内での
クールビズやウォームビズの推進など、省エネ対策を推進した。また、
広報なるとを通じて、市民や事業者の方への節電の啓発に取り組んだ。

○温室効果ガス排出量（二酸化炭素換算排出量）
　目標20,610.7ｔ、実績19,276.8ｔ
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市民環境部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円） 資源ごみ回収団体数（団体） 191 194 195

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

資源ごみ回収団体回収量（t） 1,959 1,846 1,714

財
源
内
訳 10,620,071

予算額（円） 13,349,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 10,620,071

計画どおり

　引き続き、資源ごみ回収制
度の周知を図るとともに、各
団体の抱える課題や問題の解
決に向け個別に支援してい
く。
　また、資源ごみ回収団体の
新設に努める。

48 担当名
クリーンセンター

廃棄物対策課

施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名 資源ごみ対策事業

○資源ごみ回収団体への支援による資源ごみ回収促進
○出前講座等による制度周知

　資源ごみ回収団体に対し、指定品目（新聞・雑誌・ダンボール・雑が
み・スチール缶・アルミ缶・古布類）の回収量に応じた報奨金（1㎏あ
たり5円）を交付するとともに、缶類の回収に必要なビニール袋を提供
した。また、出前講座等により、資源ごみ回収制度の周知を行った。

○資源ごみ回収団体数
　目標192団体、実績195団体

翌年度繰越額（円） 全体のごみ排出量（t） 18,187 17,754 17,707

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

電気式生ごみ処理機、コンポストの購入補助（世帯） 42 51 47

財
源
内
訳 41,803,845

予算額（円） 48,311,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 41,803,845

ほぼ計画どおり

　現在の事業を継続していくこ
とに加えて、ごみ分別ガイド
ブックを改訂、全戸配布を行
い、生ごみの水切りや雑がみ回
収についても啓発していく。ま
た、新しいガイドブックを活用
し、各地域団体へ出向いて説明
と啓発を行い、ごみ減量に向け
た取り組みがより一層強化でき
るよう働きかけていく。

47 担当名
クリーンセンター

廃棄物対策課

施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名 ごみ減量対策事業

○電気式生ごみ処理機、コンポストの購入補助、ＥＭボカシの配布
○指定ごみ袋利用による家庭ごみの排出抑制
〇ごみ減量等に関する啓発の推進

　電気式生ごみ処理機24基、コンポスト23個の購入補助、EMボカシ
185個を配布した。
　小学生に社会科副読本「くらしとごみ」を配布するとともに、ごみ減
量スローガンコンクールを実施し、入賞作品をクリーンセンターに展示
したほか、オリジナルマイバッグ運動を呼び掛けるなど、ごみ減量の啓
発を行った。
　また、「ペットボトルの出し方・雑がみのリサイクル・生ごみの水切
り」に関するチラシを作成し、全戸配布を行った。
○全体のごみ排出量（資源ごみ集団回収を除く）
　目標17,540t、実績17,707t
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市民環境部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

鳴門市廃棄物減量等推進審議会の開催（回） 2

財
源
内
訳 2,559,600

予算額（円） 3,600,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 2,559,600

完了

50 担当名
クリーンセンター

廃棄物対策課

施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
（新）一般廃棄物処理基
本計画策定事業

○一般廃棄物処理基本計画の策定

　事業計画に基づいて、鳴門市廃棄物減量等推進審議会に諮るととも
に、パブリックコメントを実施することにより市民からの意見を反映さ
せた一般廃棄物処理基本計画を策定した。
○計画策定
　目標 完了、実績 完了

翌年度繰越額（円） パトロール隊認定団体数（団体） 11 11 11

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

不法投棄連絡協議会の開催数（回） 6 6 4

財
源
内
訳

270,216

予算額（円） 305,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 270,216

ほぼ計画どおり

　不法投棄監視パトロール隊の
新規結成に向けた取り組みとし
て、協議会役員と協議しながら
未設置の自治振興会やボラン
ティア団体に対して結成につい
て働きかける。
　既存のパトロール隊に対して
は、関係機関との連絡調整や資
材の提供などを継続して行うと
ともに、補助金を支出すること
により活動の幅が拡がるよう支
援していく。

49 担当名
クリーンセンター

廃棄物対策課

施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
不法投棄監視市民パト
ロール支援事業

○原材料等の提供　○未結成地区への働きかけ
〇不法投棄物撤去活動の支援

　不法投棄が多い山間部および海岸部を擁する地域においてはほぼパト
ロール隊が結成されており、パトロール隊の活動に対して、資材の提供
や回収物の受入の支援を行うとともに、「鳴門市不法投棄監視パトロー
ル連絡協議会」が実施する不法投棄の未然防止のための事業に対して補
助金を交付して活動の支援を行った。
　不法投棄監視パトロール隊未結成地区においては、新規結成に向けた
働きかけを行った。
　また、官民協働による不法投棄物一斉撤去作業を市内中心部で行っ
た。

○パトロール隊認定団体数
　目標12団体、実績11団体
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健康福祉部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円） 重症化予防対象者への訪問率（％） 92.2 80.6 99.6

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

重症化予防対象者の訪問実施人数（人） 249 212 222

財
源
内
訳

1,923,000

16,101,271

予算額（円） 23,024,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 18,024,271

計画どおり

　重症化予防対象者への保健
指導や糖尿病の早期発見に有
効な７５ｇ糖負荷試験を継続
して実施するとともに、若年
者健診の効果的な周知方法の
検討を行う。

52 担当名 保険課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名 国保保健事業

○保健指導の実施
○糖尿病性腎症重症化の予防
○早期介入保健指導事業の実施

　要治療者や重症化予防対象者に対して、保健師・管理栄養士による保
健指導等を実施した。また、糖尿病が強く疑われる者を対象に、75g
糖負荷試験を実施し、糖尿病の発症及び重症化予防を図った。
　広報紙やＬＩＮＥ等の活用により、若年からの健診の必要性を広く周
知を行い、若年者を対象とした健診を実施するとともに、生活習慣病予
備群の者には保健指導を行い、疾病の発症予防に繋げた。
○重症化予防対象者への訪問率　　目標70％、実績99.6％

翌年度繰越額（円） 国民健康保険料収納率（現年+滞繰）（％） 87.0 87.7 87.7

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

国民健康保険料収納率(現年）（％） 94.4 94.8 95.9

財
源
内
訳

9,309,774

予算額（円） 10,724,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 9,309,774

計画どおり

　納付時の利便性向上や滞納
者との接触機会を増やすこと
により収入未済額の解消を目
指す。

51 担当名 保険課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
国民健康保険料収納対策
事業

○口座振替利用の促進
○嘱託収納員による臨戸徴収の実施

　納付者の利便性向上及び収納率向上に効果が期待できる口座振替への
加入促進のため、口座振替郵送用依頼書を作成し、配布を行うととも
に、嘱託収納員による臨戸徴収を継続実施した。
　また、滞納者には、電話催告や臨戸訪問等による納付交渉を随時行
い、接触機会の確保に努めながら、財産調査による納付能力の把握と納
付交渉を随時行った。
〇国民健康保険料収納率（現年度）
　目標94.2%、実績95.9％
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健康福祉部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円） 特定健診受診率（％） 29.7 28.3 28.6

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

特定健診受診者数（人） 3,343 3,129 3,082

財
源
内
訳

11,084,000

9,199,000

8,007,074

予算額（円） 57,917,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 28,290,074

未達成

　生活習慣病は初期段階
では自覚症状がなく、ま
た、既に生活習慣病等で
治療中の者にとっては健
診の必要性の理解が得ら
れにくく、目標の受診率
に達しなかった。

　巡回健診バスによる特定健
診に新たに前立腺がん検査を
導入し、男性利用者の拡大を
図る。また、電話勧奨におい
ては、保健師等専門職をオペ
レーターに採用し、きめ細や
かな勧奨を行うことで、受診
意欲の高揚を図る。

53 担当名 保険課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
特定健診・特定保健指導
事業

○特定健康診査・特定保健指導の実施
○コールセンター方式による受診勧奨の実施
○チラシ、リーフレットの配布　など

　特定健診対象者に対して、受診券を送付し、受診を促した。また、広
報なるとでの啓発のほか、他課イベントや大型商業店舗等でのＰＲ、
コールセンター方式による受診勧奨を実施し、受診率の向上に努めた。
　頸部エコー検査を組み合わせた巡回健診バスによる特定健診では、健
康増進課所管のがん検診と同時に実施するとともに、新たに全国健康保
険協会徳島支部に属する被扶養者も健診対象に加え、相互協力による受
診促進を図った。
○特定健診受診率　  目標60％、実績28.6％

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

ヘルスメイトの数（人） 33 33 31

財
源
内
訳

473,000

132,000

703,363

予算額（円） 1,313,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 1,308,363

計画どおり

　「健康なると21(第二
次)」推進の１つとして、自
殺対策計画を平成30年度に
策定する。また、食生活改善
事業では、食生活改善推進員
の養成講座を開催し、新規会
員の育成を行う。

54 担当名 健康増進課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
市民の健康づくり対策事
業

○生活習慣病予防のための幼児の運動教室、スロージョギング教室の開
催　○ヘルスメイトの育成支援　○自殺予防に関する啓発

①健康なると21推進ワークショップにおいて、「健康なると21（第二
次）」の中間評価や健康増進に関する各組織の取り組み事例の共有を
行った。
②キッズ運動教室や健康ジョギング教室を実施したほか、市内量販店に
おける自殺予防キャンペーンを実施した。
③栄養教室等の開催や若年世代を対象とした食ねっと通信を発刊した。
④ヘルスメイト育成講座の開催による人材育成及び親子の食育推進、減
塩推進活動など、ヘルスメイト活動の支援を実施した。
○ヘルスメイトの数
　目標30人、実績31人
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健康福祉部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

各がん検診受診率の平均（％） 8.46 7.20 6.90

財
源
内
訳

570,000

304,800

17,265,592

予算額（円） 22,000,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 18,140,392

未達成

　胃がん検診対象年齢の
引き上げや隔年受診とす
る制度改正の影響もあ
り、若年層の新規受診者
や継続受診者への受診意
識の定着が十分に図れな
かったため。

　広報誌への掲載や各種団体
等への検診案内、未受診者に
対する受診勧奨等を通して検
診受診の必要性について周知
する。

56 担当名 健康増進課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名 がん検診事業

○胃がん・肺がん等各種がん検診の実施
◎胃がんリスク（ＡＢＣ）検診の対象年齢の拡充
○中学生を対象としたピロリ菌検査の実施

　特定健診とがん検診を同日実施し、受診率の向上に努めたほか、中学
校の協力のもと、中学2年生を対象とした尿中ピロリ菌検査を実施し、
保護者にも胃がん検診の受診勧奨を行った。
　また、胃がんリスク（ＡＢＣ）検査の対象年齢を３０歳代、４０歳代
とし、対象者を拡充した。

○各がん検診受診率の平均　   目標10%、実績6.9％

55 担当名 健康増進課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
（新）健康福祉交流セン
ター管理事業

○施設の改造工事の実施
○施設の愛称募集

　平成２９年１０月に、全館リニューアルオープンし、より多くの市民
に活用されるよう、健康福祉交流センターの愛称募集を行った。

○改修工事進捗状況
　目標 完了、実績 完了

予算額（円） 39,084,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 37,795,223

完了
財
源
内
訳

12,500,000

512,700 指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

24,782,523 改修工事進捗状況（％） 100

翌年度繰越額（円）
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健康福祉部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

相談活用者数（人） 149 106 127

財
源
内
訳

1,371,889

予算額（円） 1,474,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 1,371,889

計画どおり
　保護者相談の充実を図り、
小学校就学まで継続した相談
体制とする。

58 担当名 健康増進課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名 子どもの発達支援事業

○発達支援相談の実施（幼稚園年少相当児）
○幼稚園への支援体制の強化

　集団での遊びや発達検査を行うことで、子どもの発達段階や特性を保
護者に対して周知啓発を行ったほか、保護者対象の保護者相談と、幼稚
園教諭対象の幼稚園巡回相談を行い、医師等専門職への相談機会を設け
た。

○相談活用者数
　目標110人、実績127人

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

妊婦歯科健康診査を受けた人の割合（％） 38 42 48

財
源
内
訳

6,378,000

4,484,000

34,996,168

予算額（円） 48,722,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 45,858,168

計画どおり

　関係機関との連携や切れ目
ない支援の構築のため、「子
育て世代包括支援センター連
絡協議会」を設立する

57 担当名 健康増進課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
子育て世代支援事業（鳴
門市版ネウボラ及び妊産
婦健康診査事業）

○鳴門市版ネウボラでの包括的な支援の実施　○妊婦健康診査の公費負
担（14回）　○妊婦歯科健診の実施　◎多胎妊婦に対する超音波検査
費用の追加助成　◎産後1か月健診費用の追加助成

　妊娠届出時に母子保健コーディネーターが個別面接を行い、子育て世
代包括支援センターや妊婦一般健康診査及び産婦健診等の利用を促し
た。
　また、多胎妊婦に対する超音波検査費用や産後1か月健診費用の追加
助成を行った。

○子育て世代包括支援センター利用者数
　目標2,300人、実績2,398人
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健康福祉部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

連携事業の参加者数（人） 100 120 300

財
源
内
訳

548,026

予算額（円） 812,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 548,026

計画どおり

　「鳴門市健康づくりの推進
と地域の医療を守り育む条
例」の推進についてシンポジ
ウム開催等広く市民に周知す
る。また、関係団体の代表者
や市民委員で構成する協議会
及び庁内推進会議の開催等、
条例推進体制を構築する。

60 担当名 健康増進課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名 地域医療連携強化事業

◎「鳴門市健康づくりの推進と地域の医療を守り育む条例」の周知・啓
発　○鳴門病院との連携による実践講座の開催

　「鳴門市健康づくりの推進と地域の医療を守り育む条例」の概要版を
作成し、４２ヶ所の自治振興会等地区組織への周知・啓発を行った。
　鳴門病院との連携事業として鳴門病院医師による市民向け実践講座を
実施した。
○連携事業の参加者数　　目標150人、実績300人

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

軽度の救急搬送率（％） 37 36 37

財
源
内
訳

14,260,280

予算額（円） 15,015,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 14,260,280

ほぼ計画どおり

　引き続き救急医療に関する
啓発活動に取り組むと共に、
災害時の医療救護体制の充実
を図る。

59 担当名 健康増進課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名 救急医療対策事業

○夜間・休日在宅当番医制度の確保
○二次救急医療体制の確保　○医療救護所の資機材の点検

　「小児救急ハンドブック」の増刷にあたり、内容の見直しを行うとと
もに、夜間・休日在宅当番医制度を引き続き実施した。
　医療救護所資機材を、災害時に医療救護所として予定する施設に配置
を行うとともに、災害時の妊産婦乳児救護所の設置について、徳島県鳴
門病院と協定を結んだ。

○軽度の救急搬送率
　目標32％、実績37％
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健康福祉部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円） 個別活動参加者数（人） 749 791 824

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

会員数（人） 3,026 2,913 2,804

財
源
内
訳

2,054,000

1,028,000

予算額（円） 3,082,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 3,082,000

ほぼ計画どおり

   クラブ活動支援を介護予防
事業とマッチングさせること
により魅力ある健康づくり、
生きがいづくり活動の実施を
促していく。

62 担当名 長寿介護課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
老人クラブ活性化促進事
業

○運営費助成等を通じた活動の活性化
○いきいきサロン活動での協働
○友愛訪問員活動の推進

　老人クラブ連合会への補助、介護予防事業の研修会や実施イベント等
への講師・職員派遣、友愛訪問活動への支援、地域包括支援センターと
の連携、単位クラブのいきいきサロン実施に向けた啓発等を行った。

○個別活動参加率
　目標30％、実績29.3％

61 担当名 長寿介護課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
（新）高齢者保健福祉計
画及び介護保険事業計画
策定事業

○サービスの現況や高齢者の状況・ニーズの把握及び分析
○策定委員会の開催
○策定
　アンケート調査や関係団体等意見交換会を実施し、高齢者の生活の現
状や課題、必要な取り組み等の把握に努めた。
　策定委員会を開催し、「第7期高齢者保健福祉計画及び介護保険事業
計画」を策定した。

○第７期計画の策定割合
　目標100％、実績100％

予算額（円） 4,094,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 3,881,022

完了
財
源
内
訳 指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

3,881,022 第７期計画の策定（％） 20 100

翌年度繰越額（円） 策定委員会開催回数（回） 5
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健康福祉部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円） 要介護（要支援）認定率（％） 19.4 18.8 18.7

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

介護予防教室参加者（人） 1,434 1,521 1,594

財
源
内
訳

72,172,000

30,384,000

110,192,000

30,384,342

予算額（円） 268,831,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 243,132,342

計画どおり

    一般介護予防事業につい
て、いきいきサロンやいきい
き百歳体操の普及状況等を確
認しながら事業の見直し、方
向性の検討を行っていく。

64 担当名 長寿介護課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
地域支援事業（介護予
防・日常生活支援総合事
業）

○介護予防・日常生活支援総合事業の実施
○いきいき百歳体操の普及啓発
○いきいきサロンの開設・運営支援

　介護予防・日常生活支援総合事業の充実や普及啓発に努めている。
　いきいきサロンの普及啓発については、平成29年度末時点で、4５
箇所のサロンが開設されており、徳島県理学療法士会・徳島県作業療法
士会の協力により、全てのサロンでいきいき百歳体操に取組み、介護予
防効果を上げている。

○要介護（要支援）認定率を20％以内にする
　目標20%、実績18.7％

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

鳴門市高齢者等無料バス券申請件数（件） 321 325 363

財
源
内
訳

5,187,280

予算額（円） 5,188,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 5,187,280

計画どおり
   利用状況の把握等に努め、
実態に即した事業の実施につ
いて検討する。

63 担当名 長寿介護課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名 高齢者無料バス優待事業

○無料バス優待券の交付（全線適用）

　高齢者の移動手段を確保するため、市内バス路線における無料優待券
を交付したほか、利用状況の把握のため、利用者数の調査を行うととも
に、優待券の利用についてアンケート調査を実施した。

○鳴門市高齢者等無料バス券申請件数
　目標350件、実績363件
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健康福祉部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

自立支援ケア会議で検討されたケース（件） 20 95 84

財
源
内
訳

8,812,000

4,263,000

4,522,000

4,263,136

予算額（円） 22,595,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 21,860,136

ほぼ計画どおり

   地域の介護支援専門員に対
して、事例検討会や研修会の
開催などの支援を積極的に開
始し、地域のケアマネジメン
ト力の向上を図る。

66 担当名 長寿介護課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
基幹型地域包括支援セン
ター事業

○鳴門市自立支援ケア会議の開催
○認知症初期集中支援チームの活動の推進
○介護予防ケアマネジメント業務の開始

　困難事例対応の強化、地域型地域包括支援センターとの調整・後方支
援（ケアマネジャーへの支援等）、自立支援ケア会議の実施対象者の拡
充、認知症対策の充実を図った。また、生活支援体制の整備事業として
フォーラムや勉強会を開催した。

○自立支援ケア会議で検討されたケース
　目標90件、実績84件

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

総合相談件数（件） 2,214 2,022 2,056

財
源
内
訳

33,482,000

16,090,000

16,854,000

16,089,834

予算額（円） 85,878,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 82,515,834

ほぼ計画どおり

   地域包括ケアシステムの深
化・推進に向けて、地域包括支
援センターの機能強化や在宅医
療と介護分野の連携等より一層
推進していく。生活支援体制整
備事業より創出された拠点にお
ける住民の活動をバックアップ
していく。

65 担当名 長寿介護課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
地域支援事業（包括的支
援事業及び任意事業）

○地域包括支援センターの機能強化
○地域支えあい活動の推進に関するフォーラムの開催
○介護給付費等適正化の推進

　(財)さわやか財団との連携により、フォーラムや勉強会を開催し、生
活支援コーディネーターの追加配置、協議体の設置に向けて取り組みを
進めた。
　また、在宅医療と介護分野の連携を進めるための方向性を協議する場
となる「鳴門市在宅医療・介護連携推進協議会」の設置に向けた検討を
進めるとともに、不適正な介護報酬の算定が起こりやすい事例につい
て、重点的に改善指導を進めた。

○総合相談件数（市の総合相談窓口＋地域包括支援センター）
　目標2,350件、実績2,056件
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健康福祉部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

人権セミナー参加者数（人） 495 420 143

財
源
内
訳

301,000

9,386

予算額（円） 335,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 310,386

未達成

  人権セミナーについて
は、計５回実施する計画
であったが、計３回の実
施になったこと等によ
り、目標とする参加人数
が達成できなかった。

68 担当名 人権推進課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名 人権啓発推進事業

○人権の花運動の実施　○人権セミナーの開催
○人権スポーツ教室の開催

　人権の花運動として、第二中学校区の２小学校にて花の苗を配布した
ほか、人権セミナーを計３回開催した。
　徳島インディゴソックス・日赤徳島県支部との連携により、市内３箇
所の児童クラブで、ふれあい人権スポーツ教室を開催し、幼少期からの
人権に対する意識啓発を行った。

○人権セミナーへの参加者数
　目標500人、実績143人

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

個別支援計画作成件数（件） 2,885 2,615 2,508

財
源
内
訳

966,848

予算額（円） 1,534,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 966,848

ほぼ計画どおり

　要援護者登録、個別支援計
画の作成・更新を実施すると
ともに、広報や出前講座によ
る市民啓発等、制度にかかる
市民理解を深め、必要とされ
る方が申請しやすい環境を
作っていく。

67 担当名
長寿介護課・
社会福祉課

施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
災害時要援護者避難支援
事業

○追加対象者への通知　○個別支援計画の作成及び更新
○要援護者の支援体制の整備、充実

　新規対象者に対し、制度の案内及び申請書を送付し、対象者に対し制
度の周知を行った。また、新システムの導入に向けて、プロポーザル等
を実施し、新システム導入による作業の負担軽減等を図るための、シス
テム構築を行った。
　避難行動要支援者名簿へ掲載する者や支援者の範囲等、制度設計の検
討を行うとともに、避難支援者の確保や申請者の増加に向けて、出前講
座や防災訓練において、制度の周知を行った。

○個別支援計画作成件数
　目標2,660件、実績2,508件

　人権セミナーと市開催のイベ
ント等との重複がないよう調整
を行い、参加者が増えるよう開
催時期を検討する。また、魅力
ある人権セミナーを開催するた
めに、市民等が興味や関心をも
てるような身近なテーマの設定
を行うとともに、開催回数に応
じた目標設定を行う。
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健康福祉部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円） 人権文化祭来場者数（人） 9,517 8,610 7,660

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

人権文化祭展示作品数 2,044 1,939 1,832

財
源
内
訳

566,000

268,289

予算額（円） 1,021,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 834,289

ほぼ計画どおり

　「部落差別解消推進法」
で、部落差別の解消は行政の
責務と規定されている中で、
今後も人権文化祭の開催方法
の改善や魅力向上に取り組み
ながら、さらに市民へ人権意
識の普及・高揚を図ってい
く。

70 担当名 人権福祉センター
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名 人権文化祭開催事業

○人権文化祭の開催

　開催期間日時の延長など、文化祭に参加しやすい環境づくりを図った
ほか、前夜祭講演会を開催した。
　また、平成2８年度に引き続き小学生児童を対象に同和カルタ大会を
開催した。

○人権文化祭来場者数
　目標9,500人、実績7,660人

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

協力事業者等数（件） 11 22 28

財
源
内
訳

30,000

133,000

3,451,194

予算額（円） 4,421,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 3,614,194

計画どおり

　男女共同参画の推進について、市
職員を含む地域活動のリーダーに向
けて研修等を実施する。
　審議会等の女性登用率の向上のた
め、女性人材バンクの記載内容等の
見直し及び推薦依頼状の活用を進め
る。

69 担当名 人権推進課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名 女性子ども支援事業

○女性子ども支援センターでの相談業務
○男女共同参画推進条例説明会の開催及びDV等の啓発カードの作成
○女性活躍推進法の周知及び推進

　ＤＶ及び児童虐待問題について、パンフレットや啓発カードを市内の
協力事業所に配布するとともに、関係機関と連携し、ケース会議等を通
じて情報共有に努めた。
　また、人権擁護委員、自治振興会など、地域活動のリーダーに向けて
鳴門市男女共同参画推進条例等を周知した。

○協力事業者等数
　目標25件、実績28件
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健康福祉部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

鳴門市地域福祉（活動）計画策定 継続 完了

財
源
内
訳

756,089

予算額（円） 1,699,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 756,089

完了

72 担当名 社会福祉課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
鳴門市地域福祉（活動）
計画策定事業

○市民会議、地域座談会の開催
○地域福祉計画審議会の開催

　地域住民と市・市社協職員等で構成する市民会議を設置し、市民会議
メンバーならびにその他地域住民による地域座談会を開催することで、
計画骨子となる地域課題等の抽出を行うとともに、地域福祉（活動）計
画案を作成した。
　作成した計画の素案を、地域福祉計画審議会に諮り、計画策定をし
た。

○計画策定
　目標 完了、実績 完了

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

耐震改修・大規模修繕工事設計 完了

財
源
内
訳

1,131,000

5,100,000

1,343,040

予算額（円） 7,900,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 7,574,040

計画どおり

　工事担当課をはじめとする
関係各課や工事施行業者と十
分な協議と連携、スケジュー
ル管理を行い、平成31年3
月末までに人権福祉センター
耐震化改修・大規模修繕工事
を完了する。

71 担当名 人権福祉センター
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
（新）人権福祉センター
耐震改修・大規模修繕事
業

○耐震・大規模改修設計

　人権福祉センターの耐震・大規模改修設計を実施し、平成30年3月
に設計が完了した。

○耐震改修・大規模修繕工事設計及び工事
　目標 工事設計、実績 工事設計
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健康福祉部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

計画策定に向けた市民アンケート実施 完了

財
源
内
訳

4,485,560

予算額（円） 4,565,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 4,485,560

完了

74 担当名 社会福祉課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
障害者計画・障害福祉計
画策定事業

○ヒアリングの実施
○策定委員会の開催

　事業所等へのヒアリングやアンケートなどを実施したほか、庁内関係
課の意見聴取を実施し、障がい福祉の現状や課題の把握に努めた。
　策定・評価委員会を開催し、ヒアリングやアンケート結果等を踏ま
え、計画策定をした。

○計画策定
　目標 完了、実績 完了

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

相談支援・地域活動支援センター事業延べ利用者数（人） 11,702 12,415 10,958

財
源
内
訳

14,713,000

7,246,000

40,244,475

予算額（円） 63,746,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 62,203,475

ほぼ計画どおり

　障がい者がその障がい特性
に応じたサービスを利用する
ことができるよう、広報等に
よる周知の充実に努める。

73 担当名 社会福祉課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名 地域生活支援事業

○相談支援事業、意思疎通支援事業などの必須事業の実施
○声の広報制作など任意事業の実施

　障害者手帳交付時に事業案内冊子を配布したほか、障がい者団体及び
関係機関等への事業説明を実施した。
　また、徳島弁護士会に委託し、個別ケースや虐待対応について法的助
言が得られるよう体制整備を図るとともに、「成年後見制度」と「障害
者虐待防止」に関する研修会を実施した。

○相談支援・地域活動支援センター事業延べ利用者数
　目標12,500件、実績10,958件
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健康福祉部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

学習支援事業参加者（人） 16 18

財
源
内
訳

13,640,000

5,521,711

予算額（円） 20,805,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 19,161,711

未達成

　事業の性質上周知方法
が限られることから、参
加人数が伸び悩み、目標
に到達しなかった。

　事業参加対象の条件拡大に
より、児童扶養手当受給世
帯、就学援助受給世帯（今ま
ではそれぞれの内非課税世帯
のみ）を加える。これらの世
帯に案内通知を発送すること
により参加人数の増加を図
る。

76 担当名 社会福祉課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名 生活困窮者自立支援事業

○自立相談支援事業の実施
○住居確保給付金の支給
○生活困窮世帯の子どもを対象とした学習支援の実施

　昨年度から引き続き子どもの学習支援事業を実施した。
　生活保護受給世帯には、担当ケースワーカーから事業の説明を行うと
ともに、市内各中学校と連携し、児童扶養手当受給世帯及び就学援助受
給世帯に案内通知を送付し、事業への積極的な参加を促した。

○学習支援事業参加者
　目標30人、実績18人

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

鳴門市高齢者等無料バス券（障
がい者分）交付数

90 110 73

財
源
内
訳

1,160,600

予算額（円） 1,171,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 1,160,600

未達成

　事業対象者となる障害
者手帳交付者への案内を
行ったが、普段バスを利
用しない等の理由から申
請されない方もおり、交
付人数が目標まで到達し
なかった。

　対象者への案内を継続する
とともに、バスを利用したこ
とがない方にはバスの利用方
法を説明するなど、障がい者
の移動手段として利用促進を
図る。

75 担当名 社会福祉課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
心身障害者等無料バス優
待事業

○無料バス優待券の交付

　事業対象者となる障害者手帳交付者への案内通知に申請時の必要書類
を記載するとともに、障害者手帳交付時にも手帳取得により利用できる
福祉サービスとして情報提供し、申請を促した。

○鳴門市高齢者等無料バス券申請件数（障がい者対象分）
　目標95件、実績73件
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健康福祉部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円） 鳴門市児童クラブ（支援の単位）数（クラス） 14 16 16

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

児童クラブ年間平均登録児童数（人） 558 605 630

財
源
内
訳

120,659,000

58,157,000

30,600,000

50,279,254

予算額（円） 263,441,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 259,695,254

計画どおり

　高学年児童の受入れができ
ていない児童クラブについ
て、受入可能体制を整えるた
めに、小学校・教育委員会・
運営委員会との協議を進め
る。

78 担当名 子どもいきいき課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名 放課後児童健全育成事業

◎林崎児童クラブの改築
○地域と連携した児童クラブの運営
◎多子世帯等の利用料の軽減
  地域の児童クラブ運営委員会に事業を委託し、放課後児童の安全で健
全な育成を図った。
　桑島、林崎児童クラブについて、安心・安全な環境づくりのために、
施設の改築を行うほか高学年児童の利用希望に対応するため、それぞれ
１クラスずつ増設できるよう施設規模を拡大した。
　また、多子世帯等の利用料の軽減事業を実施した。

○児童クラブ年間平均登録児童数
　目標600人、実績630人

翌年度繰越額（円） なると再発見子どもバス参加者数（人） 20 16 6

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

子どものまちフェスティバル参加者数（人） 10,000 12,000 8,000

財
源
内
訳 9,000

554,877

予算額（円） 723,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 563,877

未達成

　イベント当日が荒天と
なり、当日の参加目標数
１２，０００人を下回る
８，０００人となったた
め。

　関係機関・団体と連携し、
子どもたちの主体的な体験活
動の支援や体験活動の充実を
図ると共に幅広く広報を行
い、参加者の増加を図る。

77 担当名 子どもいきいき課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名 子どものまち推進事業

○子どものまちフェスティバル開催
○なると再発見子どもバスの実施

　「子どものまちフェスティバル」を、「鳴門のまつり」と共催で開催
した。また、平成29年度は「四国の肉グルメ＆祭りフェス」と同時開
催を行った。
　鳴門市子どものまちづくり推進協議会については、地域でのネット
ワークづくりを推進していくため、加入各団体に新規加入に向けての情
報提供や周知を依頼した。
　また、なると再発見子どもバス事業では、福永家住宅やドイツ館の見
学、大谷焼の体験等を実施した。

○子どものまちフェスティバル参加者数
　目標12,000人、実績8,000人
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健康福祉部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

絵本配布率（％） 99 98 97

財
源
内
訳

218,801

予算額（円） 221,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 218,801

計画どおり

　健康増進課・図書館・ボラ
ンティア団体と連携をとり、
保護者への周知を行い、家庭
訪問時などを利用して配布す
ることによって事業を推進す
る。

80 担当名 子どもいきいき課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名 ブックスタート事業

○読み聞かせの実施（4･9ヵ月健診時）
○絵本贈呈

　平成２９年度は12回実施し、315名に絵本を配布した。
　4か月健診に来られなかった保護者には、家庭訪問時や郵送等で案内
し、窓口で対応した。

○絵本配布率
　目標95％、実績97%

翌年度繰越額（円） 訪問乳児数（人） 316 305 270

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

ひろば参加親子数（組） 6,731 6,476 5,930

財
源
内
訳

4,169,000

4,169,000

4,629,000

予算額（円） 12,967,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 12,967,000

ほぼ計画どおり

　より利用者が安心して利用で
きるよう、耐震基準を満たした
施設に移動し活動を行う。
各種事業に継続して取り組む中
で、多くの方に利用してもらえ
るよう周知等を図る。

79 担当名 子どもいきいき課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
地域子育て支援拠点事業
（商業施設活用）

○出張にこにこひろばの実施
○おめでとう赤ちゃん訪問事業の実施
○にこにこマタニティ事業の実施

　「おめでとう赤ちゃん訪問事業」で訪問した家庭に対し、本市の子育
て支援情報を１冊にまとめた『子育てガイド』を配布し、本市の子育て
支援事業を周知した。
　また、出張にこにこひろばやにこにこマタニティ事業を実施した。

○ひろば参加親子数
　目標6,500組、実績5,930組
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健康福祉部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

認定こども園移行のための整備を行った保育所数（園） 0 2 0

財
源
内
訳

3,092,000

1,545,000

予算額（円） 4,637,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 4,637,000

完了

82 担当名 子どもいきいき課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
次世代育成支援対策施設
整備事業

○次年度以降の施設整備に向けた準備

　国庫補助制度を活用し、防犯対策強化事業の実施を希望する施設に補
助金を交付した。
　各保育施設に認定こども園への移行調査を行ったが、認定こども園へ
の移行を希望する施設はなかった。

○認定こども園移行のための整備をする保育所数
　目標0園、実績0園

翌年度繰越額（円） 実施保育所・園の数（か所） 10 12 8

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

適切な支援を受けた人数（人） 72 73 44

財
源
内
訳

588,093

予算額（円） 729,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 588,093

ほぼ計画どおり

　継続した支援の充実が図れ
るよう、事業内容の精査を行
うとともに、関係機関との連
携強化に努める。引き続き休
日保育事業を実施する。

81 担当名 子どもいきいき課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名 子育て支援体制整備事業

○保育所等巡回相談事業の実施
○公立保育所での休日保育の実施

　実施希望保育施設のアンケ－ト調査を行い、８ヶ所の保育所で巡回相
談を実施した。支援が必要と思われる子どもの保護者に対しては、個別
に声をかける等、保護者相談も積極的に実施した。
　休日保育についても必要な家庭に事業を実施した。

○適切な支援を受けた人数
　目標50人、実績44人
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健康福祉部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円） 保育施設利用児童数（人） 1,006 1,031 989

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

出生児童数（人） 364 343 301

財
源
内
訳

予算額（円） - 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） - 

完了

84 担当名 子どもいきいき課
施策の成果等

〈平成２9年度の取り組み〉

事業名
子育て世代支援事業（保
育所等保育料の軽減等）

○多子世帯保育料の無料化、みなし寡婦控除の継続
○保育短時間認定児等の保育料軽減の継続
○中間所得世帯の保育料軽減策の継続

　国の新たな保育料軽減策である①市民税非課税世帯の第２子無料、②
低所得階層のひとり親世帯等の保育料軽減については、保育施設利用世
帯の混乱を防ぐために４月当初の保育料徴収から適用を行った。

○出生児童数
　目標386人、実績301人

翌年度繰越額（円） 年間活動件数（件） 3,411 1,964 2,359

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

年度登録会員数(依頼・提供・両方会員)（人） 901 950 1,030

財
源
内
訳

2,953,000

2,953,000

3,146,000

予算額（円） 9,052,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 9,052,000

計画どおり

　依頼会員、提供会員および
両方会員の利用活動促進や会
員増加に努める。事務所を移
転したことにより。妊産婦や
高齢者への啓発に努める。

83 担当名 子どもいきいき課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
ファミリーサポートセン
ター事業

○健康福祉交流センターへの移転
○ファミリーサポートセンター事業実施
○交流会の開催　など

　健康福祉交流センターへ移転し、ファミリーサポートセンター事業を
実施した。市広報紙等各種メディアを活用し、会員の増加に努めた。
　また、地域で子育てに関心を持つ人の輪を広げるため講習会・交流会
を開催した。

○年度登録会員数（依頼・提供・両方会員）
　目標880人、実績1,030人
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健康福祉部

国

県

地方債

その他

一般財源

85 担当名 子どもいきいき課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名 子ども医療費助成事業

○医療費の助成
◎子どもはぐくみ医療費助成対象年齢の拡充

　子どもはぐくみ医療費助成制度の対象年齢を中学校修了までに拡大し
たことを踏まえ、当初の予定通り対象者が平成２９年４月から円滑に助
成制度を利用できるよう、受給者証の交付を行った。

○適切な医療費の助成
　目標214,402千円、実績199,896千円

予算額（円） 214,439,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 199,895,318 

ほぼ計画どおり
　子どもの保健の向上と福祉
の増進を図るため、継続して
事業を推進する。財

源
内
訳

840,000

88,395,000

20,000,000 指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

90,660,318 対象者数（人） 5,548 5,471 6,727

翌年度繰越額（円）
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経済建設部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円） 3,776,000

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

地震に強い安全な住宅への改修支援戸数 1 2 9

財
源
内
訳

3,757,000

8,486,200

4,928,806

予算額（円） 32,650,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 17,172,006

ほぼ計画どおり
　申し込み状況等を踏まえた
予算配分を検討するととも
に、啓発活動に努める。

87 担当名 まちづくり課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名 木造住宅耐震化促進事業

◎耐震診断及び補強計画費用の助成　○耐震改修工事、簡易耐震リ
フォーム工事、耐震シェルター設置工事、住替え等に伴う除却工事費用
の助成

　耐震診断や改修費用に対する助成を行った。広報なると等への掲載の
ほか、戸別訪問や相談会の開催などにより、啓発活動を行った。

○地震に強い安全な住宅への改修支援戸数
   目標10戸、実績９戸

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

市営住宅ストック改修・耐震診断棟数 1 1 1

財
源
内
訳

10,423,000

27,600,000

560

予算額（円） 44,000,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 38,023,560

計画どおり
　今後も既存市営住宅を活用
していくため施設の改修を
行っていく。

86 担当名 まちづくり課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名 市営住宅改善事業

○矢倉団地K棟外部改修工事
◎矢倉団地2棟分手摺設置工事
○桑島第二団地Ａ棟外部改修工事設計

　矢倉団地Ｋ棟外部改修工事や矢倉団地2棟分手摺設置工事等を実施し
た。工事の際には事前説明を行うなど、入居者の協力が得られるような
環境づくりを行った。

○市営住宅ストック改修・耐震診断棟数
　目標1棟、実績1棟
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経済建設部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円） 補助申請相談人数（人） 32 43 35

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

広報なると掲載回数（回） 1 1 1

財
源
内
訳

2,982,500

1,489,000

1,697,281

予算額（円） 9,342,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 6,168,781

ほぼ計画どおり

　除却支援事業については、
数多くの相談に対応するとと
もに、制度周知を図るなど、
適切な支援に繋げていく。特
定空家等については、認定済
の２戸について今後指導等を
進めていく。

89 担当名 まちづくり課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名 空家等対策事業

○空き家除却工事費用の助成
○空家等対策計画の策定
○特定空家等の認定・措置

　空き家の除去費用の一部を助成した。広報なると等で周知啓発を行う
とともに、補助事業に関する相談に対して、補助要件を満たしているか
どうか判断するための事前調査を行った。
　また、空家等対策計画を策定するとともに、２戸の特定空家等の認定
を行った。

○除去補助実施戸数
　目標15戸、実績12戸

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

リフォーム実施戸数（戸） 45 47 49

財
源
内
訳

7,912,738

予算額（円） 8,014,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 7,912,738

計画どおり
　関係団体とも連携し、支援
制度の周知に努め、目標戸数
の確保を図る。

88 担当名 まちづくり課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
住宅安心リフォーム支援
事業

○住宅リフォーム経費の助成

　住宅リフォーム工事費の一部を助成した。
　広報誌等への掲載のほか、市職員によるパンフレットのポスティング
を実施した。
　また、徳島建労にパンフレットを提供し、組合員によるポスティング
を実施していただくことにより、支援制度の周知や申込者の確保に努め
た。
○リフォーム実施戸数　　目標40戸、実績49戸

55



経済建設部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円） 63,490,000 避難対象地区避難路確保人口率（％） 95 95 95

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

耐震化完了橋梁数（橋） 7 7 7

財
源
内
訳

75,536,000

47,400,000

14,411,760

予算額（円） 200,850,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 137,347,760

ほぼ計画どおり

　計画どおり、平成30年度
での橋梁耐震化事業完了を目
指すとともに、橋梁長寿命化
事業を重点事業として交付金
要望を行い、予算の確保を行
う。

91 担当名 土木課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
道路橋梁耐震化・長寿命
化事業

○避難路等に架かる主要橋梁の耐震化
○橋梁の長寿命化修繕工事　など

　国庫補助金を利用し、道路橋梁耐震化事業、道路橋梁長寿命化事業及
び橋梁定期点検を実施した。

○避難対象地区避難路確保人口率
　目標95％、実績95％

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

累計整備基数（基） 59 61 62

財
源
内
訳

3,260,400

13,500,000

61,800,000

6,695,880

予算額（円） 87,000,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 85,256,280

ほぼ計画どおり

　ポンプ1基を更新する費用
が莫大であるため、社会資本
整備総合交付金等の補助金事
業に採択されるよう、検討す
る必要がある。

90 担当名 土木課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名 排水機場樋門整備事業

○大久保排水機場改良工事
○木津野排水機場改良設計及び水中ポンプ更新工事

　補助金を活用し、池谷柳の本排水機場新設工事、木津野排水機場改良
設計業務を実施した。大久保排水機場改良事業については、平成30年
度に完成予定。

○累計整備基数
　目標65基、実績62基
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経済建設部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円） 74,000,000 ポンプ場の耐震化長寿命化割合(%) 0 0 4

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

管きょ等の耐震化長寿命化割合(%) 43 44 60

財
源
内
訳

41,839,200

41,800,000

315,588

予算額（円） 158,011,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 83,954,788

ほぼ計画どおり

　災害の未然防止や、施設の
円滑な維持管理を図るため、
ポンプ施設、管渠等において
優先度の高い施設から耐震
化、長寿命化を進める。

93 担当名 下水道課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
公共下水道維持管理事業
（雨水）

○撫養ポンプ場津波・耐震対策

　国庫補助金（防災・安全社会資本整備交付金）を活用して、撫養ポン
プ場の施設の耐震・耐津波化工事および老朽管きょの長寿命化工事を実
施した。

○ポンプ場および管きょ等の耐震化長寿命化割合
　目標40％、実績33％

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

累計施工延長（ｍ） 2,205 2,320 2,436

財
源
内
訳

9,800,000

1,198,720

予算額（円） 11,000,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 10,998,720

計画どおり
　今後も、計画通り工事を進
める。

92 担当名 土木課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名 河川改良事業

○三ツ石地区排水路改良工事
○アイノ水尾川河川改良工事 など

　三ツ石地区排水路改良工事やアイノ水尾川河川改良工事などを実施し
た。

○累計施工延長
　目標2,400ｍ、実績2,436ｍ

57



経済建設部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円） 水洗化率（人口）(%) 31.3 36.9 38.1

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

下水道接続人口（人） 1,649 2,017 2,160

財
源
内
訳

7,412,400

7,412,400

予算額（円） 17,000,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 14,824,800

計画どおり

　今後も下水道事業に対する
理解を得ながら、助成金制度
の周知に努めるとともに、市
民の意見を聴くためのアン
ケート調査を実施する。

95 担当名 下水道課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名 下水道普及促進事業

○下水道接続費用の助成
○普及促進員の戸別訪問によるサポート

　下水道接続費用の助成を行った。供用開始区域内の市民に、普及促進
員による戸別訪問等を通して、下水道の接続に係る助成制度の内容を説
明し、下水道加入率の向上に努めた。

○水洗化率（人口）
　目標32.7％、実績38.1％

翌年度繰越額（円） 157,836,280 下水道普及率(%) 8.8 9.3 9.7

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

整備面積(ha) 141.3 150.9 156.4

財
源
内
訳

119,087,600

175,900,000

15,588,000

31,649

予算額（円） 500,300,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 310,607,249

ほぼ計画どおり

　国庫補助金（社会資本整備
総合交付金）の内示額を基準
とした事業規模で、下水道整
備を進めていく。

94 担当名 下水道課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
公共下水道整備事業（汚
水）

○第２期事業区域の整備
　（桑島、斎田、黒崎地区）

　国庫補助金（社会資本整備総合交付金）を活用して、下水道整備に係
る管渠築造工事・舗装復旧工事を実施した。

○下水道普及率
　目標9.8％、実績9.7％
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経済建設部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

整備事業進捗率（％） 75 75 75

財
源
内
訳

491,827

2,427,108

予算額（円） 3,570,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 2,918,935

ほぼ計画どおり
　民間団体と協調し、施設の
維持管理を適正に実施する。

97 担当名 公園緑地課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名 ドイツ村公園整備事業

◎板東俘虜収容所跡地LED照明設置事業
○ドイツ村公園環境美化業務の実施

  国の史跡指定とあわせて整備を進めていく予定であり、情報収集を行
うとともに板東俘虜収容所跡地の環境美化に取り組んだ。

○整備事業進捗率
　目標80％、実績75％

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

転換の補助基数（基） 13 18 14

財
源
内
訳

2,640,000

1,325,000

1,050,085

予算額（円） 7,448,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 5,015,085

未達成

　転換を促進するため、
普及啓発活動や補助金制
度の周知に努めたが、目
標達成までは至らなかっ
たため。

　水環境の現状や合併処理浄
化槽への転換の必要性等につ
いて、広報紙への折り込みな
ど、新たな媒体の活用によ
り、積極的に啓発活動に取り
組んでいく。

96 担当名 下水道課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
合併処理浄化槽普及促進
事業

○合併処理浄化槽への転換費用の助成

　合併処理浄化槽への転換に係る費用の一部を助成した。
　また、市内量販店において県環境技術センタ－と連携し、水環境の改
善・浄化槽の転換・維持管理に関するパンフレット等を配布するなど、
普及活動を行った。

○転換補助基数　　目標29基、実績14基
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経済建設部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円） 起業・創業相談件数（延べ件数） 12 39 16

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

企業訪問数（延べ） 50 150 100

財
源
内
訳

6,351,359

予算額（円） 7,826,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 6,351,359

計画どおり

　企業訪問により、企業の
ニーズや課題を把握し、「中
小企業振興施策検討委員会」
にて、新規施策の検討や既に
実施をした施策の見直しを行
う。

99 担当名 商工政策課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
地域経済活性化推進事業
（エコノミックガーデニ
ング）

◎創業者向け融資支援制度の創設
○企業ニーズ調査、企業間ネットワークの構築
○鳴門市がんばる中小企業応援パッケージ事業の実施
　企業訪問時に企業のニーズ調査を実施したほか、鳴門市がんばる中小
企業応援パッケージ事業の実施、創業者向け融資支援制度の創設等を
行った。
　また、新規施策の検討や事業の見直しのため、中小企業振興施策検討
委員会を開催した。

○がんばる中小企業応援パッケージ事業利用件数
　目標15件、実績14件

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

活動（イベント等）開催件数 4 8 9

財
源
内
訳 3,749,887

予算額（円） 4,769,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 3,749,887

計画どおり
　イベント等を開催するに当
たり、事故やけが等をしない
ように十分に注意をはらう。

98 担当名 公園緑地課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
鳴門ウチノ海総合公園活
用推進事業

○総合公園季節イベントなどの開催

　「鳴門ウチノ海総合公園を育てる会」と連携を図り、子ども達の主体
的な体験学習や親子のふれあいの場を提供するイベントを積極的に行っ
た。

○活動（イベント等）開催件数
　目標9件、実績9件
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経済建設部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

参加人数（人） 71 40 57

財
源
内
訳

566,778

予算額（円） 626,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 566,778

ほぼ計画どおり

　求職者や事業所のニーズの
把握に努め、雇用対策事業の
見直しを適宜行うとともに、
職業体験では学校関係者との
相互理解のもと進めていく。

101 担当名 商工政策課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名 就職マッチング事業

○鳴門市就職マッチングフェアの開催
○市内企業へのインターンシップの実施

　徳島労働局との「雇用対策協定」に基づき、合同就職面接会と企業ミ
ニ面接会を実施した。
　また、鳴門渦潮高校、市内中学校のインターンシップ事業に協力を
し、広報物を作成して、地元就職を考えるきっかけづくりを行った。

○就職者数（臨時雇用含む）
　目標15人、実績14人

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

地場産品ＰＲイベントへの出展、支援回数 8 9 10

財
源
内
訳 1,000,000

2,216,613

予算額（円） 3,837,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 3,216,613

計画どおり

　事業者等が直接展示会等で
行う販路拡大に繋げる活動の
支援を、本事業の主軸として
展開していく。

100 担当名 商工政策課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名 地場産品振興対策事業

○鳴門市フェアの開催
○大谷焼振興事業への支援

　「大谷焼の里スプリングフェスタ」、大谷焼窯まつり」の開催支援に
より、大谷焼の普及を図った。
　また、市内外のイベントへの出展により、地場産品のPRに努めた。
  鳴門わかめのブランドの保護、発展のため、わかめの同位体検査及び
ふるさと名物応援宣言を実施した。

○地場産品PRイベントへの出展、支援回数
　目標4件、実績10件
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経済建設部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

移住相談者数（人） 10 61

財
源
内
訳

30,000

3,925,558

予算額（円） 7,750,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 3,955,558

計画どおり

　空き家物件の情報収集を行
い、空き家バンク登録件数の
充実に努めるほか、移住希望
者向けのリーフレットを作成
し、鳴門市の魅力を発信する
ことで移住促進を図る。

103 担当名 商工政策課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名 移住交流支援事業

◎空き家バンク運用実施　◎空き家利活用促進制度の実施
◎お試し滞在助成金の交付　○地域おこし協力隊活動事業の実施

　空き家の有効活用を図るため、空き家バンク制度とお試し滞在助成制
度の運用、空き家バンクウェブサイトの開設等を行った。
　また、地域おこし協力隊と連携し、都市部での移住相談会へ参加し
た。

○空き家バンク登録件数
　目標5件、実績12件

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

企業誘致相談対応案件数（件） 6 4 7

財
源
内
訳

9,656,915

予算額（円） 9,825,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 9,656,915

計画どおり

　大規模開発を伴う企業誘致
は用地確保の問題もあり容易
ではないため、空き家等を活
用した中小規模企業誘致を行
う。

102 担当名 商工政策課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名 企業誘致推進事業

○遊休資産情報の活用による立地希望業者とのマッチング
○サテライトオフィス誘致の推進
○改正前企業立地奨励条例奨励指定による補助金の交付
　市内への立地希望企業に対し、金融機関等と連携し、土地・建物情報
の提供を行った。
　企業立地奨励条例指定企業へ奨励金を交付したほか、企業誘致各種支
援制度を活用し、企業誘致を行った。
　ソフトノミックスパークB-1号地については、新たな事業者へ分譲を
予定し、分譲内容について検討を行った。

○企業進出件数（市内企業増設を含む。）
　目標1件、実績2件
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経済建設部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

実施事業数（回） 7 7 8

財
源
内
訳

2,990,000

予算額（円） 3,000,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 2,990,000

ほぼ計画どおり

　学術調査の成果なども活用
しながら、地域住民等を巻き
込んだ普及啓発活動を推進
し、機運醸成を図る。

105 担当名 観光振興課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
なると観光ブランド化推
進事業（鳴門海峡の世界
遺産化に向けて）

○協議会における鳴門海峡の渦潮世界遺産化の推進
○鳴門海峡と四国八十八箇所を回る旅行商品の企画・造成に対する助成

  協議会においては、文化・自然両分野の学術調査を進めるとともに、
鳴門の渦潮の歴史的・文化的価値を次世代に語り継いでいくための語り
部養成講座や、国際フォーラムを開催し、多くの方にご参加いただい
た。
　市においては、AR（拡張現実）を使用したパンフレットの配布や、
鳴門海峡と四国八十八箇所を回る旅行商品の企画・造成に対する助成を
行うとともに、南あわじ市「島びらき」と本市の「渦開き」を共同開催
した。○観光入込客数　目標2,000,000人　実績1,885,894人

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

中心市街地での事業実施回数 5 5 5

財
源
内
訳

1,443,000

予算額（円） 1,500,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 1,443,000

計画どおり

　中心市街地各事業は、市民
に馴染みのある事業となって
いるが、各連携機関との協議
を行い、市民を飽きさせない
ように新たな催しを検討す
る。

104 担当名 商工政策課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
中心市街地活性化推進事
業

○中心市街地活性化事業の実施

　大道商店街にて「１００円商店街」や「納涼市」を開催したほか、
ボートレース鳴門にて「クリスマスマーケット」を開催した。
　また、徳島県信用保証協会と連携し、小学生のキャリア教育として
「しごとセミナー」を実施した。

○中心市街地での事業実施回数
　目標4件、実績5件
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経済建設部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円） 割引券利用者数（人） 201 304 702

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

ＰＲチラシ配布数（枚） 60,000 60,000 60,000

財
源
内
訳

375,408

予算額（円） 666,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 375,408

計画どおり

　｢鳴門うどん研究会｣と連携
し、キッチンカーやパンフ
レットを活用するなど県内外
でのPRを強化する。

107 担当名 観光振興課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
「鳴門で鳴ちゅるうどん
を食べよう！」観光PR
事業

○観光パンフレット、鳴ちゅるうどん割引券付チラシ等の年間を通した
配布
○県内外イベントへの出展

　県外での各種キャンペーンや徳島ヴォルティスのアウェイゲームで、
「鳴ちゅるうどん」割引券付きPRチラシ等の配布を行った。
　また、「鳴門うどん研究会」と連携し、県内イベントにおいてもキッ
チンカーを利用した「鳴ちゅるうどん」の販売を行い、ＰＲに努めた。

○割引券利用人数　　目標600人、実績702人

翌年度繰越額（円） 鳴門市阿波おどり来場者数（人） 95,000 65,000 67,000

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

桟敷演舞場入場者数（人） 5,796 5,176 4,870

財
源
内
訳

15,129,798

予算額（円） 15,130,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 15,129,798

ほぼ計画どおり

　平成30年度については、第九
アジア初演100周年を記念し、
西桟敷をリニューアルして舞台
形式の阿波おどりを披露するな
ど事業の充実を図った。引き続
き、新たな企画や情報発信強化
などにより、鳴門市阿波おどり
の認知度向上を図るとともに、
県外からの観光誘客を推進す
る。

106 担当名 観光振興課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名 阿波踊り振興事業

○親善都市桐生市から「八木節おどり」や、吉本芸人などゲスト招聘に
よる阿波おどりの充実
○納涼花火大会の開催　など

　「吉本」とのコラボ事業として、ファミリー層をターゲットにした
「COWCOW Presents こどもフェス お笑い秘密基地in鳴門」を鳴門
市文化会館で上演し、阿波おどり期間中における日中の賑わいを創出し
た。
　阿波おどりでは、鳴門市阿波おどりPR大使の石田靖氏をはじめ、3
日間を通じて多数のゲストを招聘することにより誘客を図った。また、
親善都市である桐生市「八木節おどり」を招聘し、会場を盛り上げた。
○鳴門市阿波おどり来場者数
   目標80,000人、実績67,000人

64



経済建設部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

テレビ番組ロケ誘致数（回） 1 4 0

財
源
内
訳

2,102,140

予算額（円） 3,214,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 2,102,140

ほぼ計画どおり

　新たなプロモーション手法
等も検討しながら、引き続
き、関西圏を中心としたセー
ルスを実施し誘客を図る。

109 担当名 観光振興課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
「橋を渡れば感動の国」
セールスプロモーション
事業

○関西圏を走る高速バスへのラッピングによる観光ＰＲ
○テレビ局への訪問による「旅番組」「情報番組」などのロケ誘致　な
ど

　「走る広告塔事業」では、本市の観光資源等を施した高速バス4台を
徳島～関西圏間で運行し、本市のＰＲを図った。「ロケ誘致事業」で
は、各種メディアへのアプローチを積極的に行い、本市の観光資源をＰ
Ｒした。
　また、納涼花火大会や阿波おどりのポスター・チラシを関西圏の交通
拠点に掲示し、誘客を図った。
○観光入込客数　　目標2,000,000人、実績1,885,894人

翌年度繰越額（円） 観光ボランティアガイド数（人） 32 34 36

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

観光ボランティアガイド養成講座実施数（回） 10 10 10

財
源
内
訳

300,000

予算額（円） 300,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 300,000

未達成

　観光ボランティアガイ
ド養成講座の継続実施に
より、前年度に比べガイ
ド数は増加しているが、
目標人数には至っていな
い。

　観光ボランティアガイド養
成講座の周知を強化し、申込
者数増を図る。

108 担当名 観光振興課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
観光ボランティアガイド
育成事業

○観光ボランティアガイド養成講座の開催
○受講者の増加に向けたＰＲ

　観光ボランティアガイド養成講座を開催した。受講者の増加を図るた
め、各種メディアを活用した広報やイベント参加等によるPR活動を
行ったほか、観光ボランティアガイドを活用したツアー企画を旅行エー
ジェントに売り込むなど活躍の機会を広げた。

○観光ボランティアガイド数　   目標50人、実績36人
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経済建設部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円） コンベンション関係宿泊数（人） 2,229 2,858 1,055

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

助成金交付件数（件） 11 9 4

財
源
内
訳

375,000

予算額（円） 910,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 375,000

未達成

　新規団体の申請が予想
していたより少なかった
ため目標には至っていな
い。

　鳴門市観光コンベンション
(株)など関係機関との連携を
図り、助成制度の周知を強化
する。

111 担当名 観光振興課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
コンベンション誘致支援
事業

○開催経費の助成（市内宿泊を伴うもの）

　新規コンベンションの誘致に努めるとともに、平成28年度に助成を
行わなかった継続大会への助成を行った。
　また、継続的に開催されている大会等への連絡を行うことにより、本
市で定例的に開催されている大会の継続実施を促進した。

○コンベンション宿泊者数   目標3,100人、実績1,055人

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

観光キャンペーン等実施事業数（回） 2 2 2

財
源
内
訳

1,006,000

予算額（円） 1,020,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 1,006,000

ほぼ計画どおり

　ビジット・ジャパン地方連
携事業では、平成30年度か
ら香港をターゲットに、四都
市の認知度向上や誘客推進を
図る。

110 担当名 観光振興課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
瀬戸内四都市広域観光推
進事業

○ビジットジャパン地方連携事業の推進
○圏域における相互誘客等、国内観光客の誘致

　台湾をターゲットとしたビジットジャパン地方連携事業として、台湾
訪日リピーター層向けに、台湾の有力メディアを招請し、四都市の魅力
的な観光地・資源やグルメ等のPRを行った。
　また、四都市共同による広域観光誘致事業として、高速道路SAで
リーフレット広告を実施した。

○観光入込客数　　目標2,000,000人、実績1,885,894人
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経済建設部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

農産物品目取り組み数（件） 5 5 5

財
源
内
訳

452,000

1,620,628

予算額（円） 2,701,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 2,072,628

計画どおり

　平成２９年度より新たに運
用を開始した「鳴門市ブラン
ド産地振興補助金」の活用を
促進することにより、ブラン
ド産地の生産振興を図る。

113 担当名 農林水産課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
ブランド産地推進事業
（農業）

○農協等との連携によるブランド化の推進
○外来生物対策及び害虫防除対策の実施
◎手入れ砂等の購入費用に対する助成

　農協等の関係機関と連携して農産物のＰＲを行うとともに、市内産
直、ブランド化イベント（鳴門らっきょの花祭り等）の開催を支援し
た。
　レンコン食害対策を行い、ブランド産地の生産振興を図った。
　かんしょ栽培用の手入れ砂及びレンコン田の太陽熱消毒に要する被膜
フィルム・石灰窒素の購入に対する支援を実施した。

○農産物品目取り組み数
　目標5品目、実績5品目

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

生産者の自主的取り組み数（件） 3 3 3

財
源
内
訳

750,000

1,434,060

予算額（円） 3,985,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 2,184,060

未達成

　消費地でのセールスや新
商品の開発支援等を実施し
たが、六次産業化法による
計画認定を目指す新たな生
産者等については従前の３
件にとどまり、目標数には
到達しなかった。

　農漁業及び加工を視野に入
れた消費地でのトップセール
スに取り組むと共に、農漁業
６次産業化推進支援事業補助
金により農漁業の付加価値の
向上への取組に対する支援を
引き続き実施する。

112 担当名 農林水産課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
農漁業６次産業化推進事
業

○トップセールスの実施
○６次産業化に取り組む経費（一部）の助成
◎産直施設基礎調査への助成

　関東圏の大手量販店及び関西圏のイベント（神戸市場まつり）に生産
者、商工事業者、観光協会等と連携し、本市農水産物及び加工品等の
PR・キャンペーンに取り組んだ。
　農漁業６次産業化推進支援事業により、レンコンを活用した新商品の
開発を支援した。
　また、ＪＡ大津松茂が進めている産直施設建設のための基礎調査に対
し、支援を行った。
○生産者等の自主的取り組み数　目標10件、実績3件
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経済建設部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

認定農業者数（人） 397 393 394

財
源
内
訳

予算額（円） - 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） - 

ほぼ計画どおり

　認定の要件を満たしている
新規認定候補者の精査を行
い、各農協と連携し農家への
働きかけを推進することによ
り認定農業者の増加に向けた
取組を進める。

115 担当名 農林水産課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名 農業担い手育成対策事業

○認定農業者及び農業生産法人等の育成・確保
○農地の効率的利用促進

　認定審査会を開催し、認定農業者の更新、市内各農協等と連携した新
規認定農業者を確保した。また、認定審査にあたり、地域内のＪＡ・県
農業支援センターと連携し、効率的な経営改善計画の作成指導に努める
ことで、農地の効率的利用促進に努めた。

○認定農業者数　目標420人、実績394人

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

コウノトリブランド認証件数 商標登録出願 22

財
源
内
訳 2,669,000

3,148,755

予算額（円） 6,972,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 5,817,755

計画どおり

　「鳴門市コウノトリブラン
ド認証制度」の更なる周知、
拡大を図るとともに、巣周辺
のマナー対策についても継続
して実施する。

114 担当名 農林水産課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
コウノトリブランド推進
事業

○認証制度の確立
○調査研究及び対応強化

　「鳴門市コウノトリブランド認証制度」の運用を開始し、２２件の認
証を行った。（青果２１件、レンコン葉茶１件）「コウノトリ定着推進
連絡協議会」の活動の中で、マナー対策等を実施するとともに、巣周辺
対策警備業務を実施した。
　また、鳴門藍住農業支援センター、JAと連携し、「エコファー
マー」の認定推進を行った。

○コウノトリブランド認証件数
　目標10件、実績22件
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経済建設部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

活動人数（人） 10,234 12,225 12,551

財
源
内
訳

38,061,501

92,595

12,722,207

予算額（円） 54,708,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 50,876,303

計画どおり

　国の補助を受けながら、各
活動組織が計画・実施する農
地・農業用水等の保全活動に
対し、支援を行っていく。

117 担当名 農林水産課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
多面的機能支払交付金事
業

○地区自然保全協議会等の活動支援

　鳴門市内1７団体において農村資源（農道・水路・パイプライン）な
どの保全管理や農村環境の向上として植栽活動等を行った。

○活動人数
　目標10,698人、実績12,551人

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

希望者相談・指導件数 12 17 17

財
源
内
訳

17,529,577

予算額（円） 17,530,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 17,529,577

計画どおり

　国補助制度を活用しなが
ら、農協・県等と連携し、就
農相談や技術・経営に関する
指導、農地の紹介等に取り組
み、新規就農者の確保と営農
定着を図る。

116 担当名 農林水産課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
農業担い手育成対策事業
（新規就農総合支援事
業）

○青年就農給付金制度による支援など

　農協・県等と連携した農業技術・経営に関する指導、耕作農地の紹
介、農業委員等と連携した就農相談、補助事業による就農支援など、新
規就農者への支援に総合的に取り組んだ。

○新規就農希望者相談・指導件数（経営継承除く）
　目標12件、実績17件
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経済建設部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円） 堆積物除去量（㎥） 53 5 14

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

掃海面積（ha） 1,050 1,050 1,050

財
源
内
訳

1,482,000

263,269

予算額（円） 1,746,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 1,745,269

未達成

　海底の堆積物の量は、
毎年の気象状況によって
変わり、除去量について
予想が困難なため。

　一斉掃海に加えて、漁業効率
の低下といった課題はあるが、
通常操業での堆積物の陸揚げを
徹底する。また、底曳網漁船だ
けでなく船外機付漁船により表
層の漂流物を効率よく除去する
など、より多くの海洋ゴミを撤
去できる方法を検討する。

119 担当名 水産振興室
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
とくしま海岸漂着物等地
域対策推進事業（掃海事
業）

○海底堆積物の除去

　徳島県北部底曳網協会所属の小型底曳網船により、播磨灘沖に沈降す
る堆積物を除去し、廃棄物処理業者に引き渡し処理した。
○堆積物除去量　　目標53㎥、実績14㎥

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

サル・イノシシ捕獲数（頭） 549 323 435

財
源
内
訳

650,000

6,111

予算額（円） 658,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 656,111

計画どおり

　鳴門市有害鳥獣駆除対策協
議会に活動を委託し、捕獲檻
による有害鳥獣駆除、また、
防護柵設置などによる農作物
被害のさらなる軽減に取り組
む。

118 担当名 農林水産課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名 鳥獣被害対策事業

○有害鳥獣駆除対策協議会への活動経費助成

　有害鳥獣駆除対策協議会に委託し、捕獲檻や銃器により、サルやイノ
シシの有害鳥獣駆除を行った。

○サル、イノシシ捕獲数
　目標400匹、実績435匹
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経済建設部

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円） 農水産物フェア来場者数（人） 5,000 7,000 10,000

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

県内外ＰＲ活動数（回） 7 5 5

財
源
内
訳

3,229,505

予算額（円） 3,383,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 3,229,505

計画どおり

　効果的に海産物のＰＲを図る
ことのできるイベントへ参加す
るため、情報収集を行うととも
に、市が開催するイベントにつ
いては、新しい参加者を増やす
ため、イベント内容の見直しを
検討する。
　また、若手漁業者について
は、会員相互の連携を深めなが
ら、各種イベントなどに取り組
む。

120 担当名 水産振興室
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
ブランド産地推進事業
（水産）

○県内外でのキャンペーンの実施
○若手漁業者の人材育成

　鳴門板野青年会議所との共催により、本市特産品の鮮魚や農産物・加
工品などを販売する「大鳴門鯛祭り・鳴門市農水産物フェア」を開催し
た。また、本市水産物のＰＲのため、魚のさばき方教室や料理教室、県
内外でのイベント等を開催した。
　若手漁業者の活動として、ハマチの餌やり体験や他産地への視察を行
い、水産物のＰＲや生産技術の研究に取り組んだ。
○農水産物フェア来場者数　目標５,０００人、実績１０,０００人
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消防本部

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円） 31,616,000 分団詰所耐震設計及び耐震工事実施(棟) 3 3 3

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

分団詰所耐震診断実施(棟) 4 7 5

財
源
内
訳

1,455,000

14,400,000

7,017,960

予算額（円） 55,960,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 22,872,960

ほぼ計画どおり

　大規模地震の発生に備え、
消防拠点施設である大麻分署
及び消防団詰所の耐震化整備
を推進する。

122 担当名 消防総務課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名 消防施設耐震化整備事業

○南浜分団ほか４分団詰所の耐震診断
○里浦仲分団ほか３分団詰所の改修設計
○大代分団詰所の改築工事
①南浜、斎田、野黒山、小海日出、姫田の各分団詰所の耐震診断を実施
した。
②里浦仲分団詰所の耐震改修設計を実施した。
③大代分団詰所改築工事、三ヶ谷分団詰所耐震改修工事を実施した。

○耐震化着手数
　目標8棟、実績8棟

翌年度繰越額（円） ポンプ車等 消防本部配備(台) 0 1 0

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

小型ポンプ付積載車 分団配備(台) 3 3 3

財
源
内
訳

8,800,000

4,905,200

予算額（円） 13,770,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 13,705,200

計画どおり

　消防分団等に配備する消防
車両を年次計画的に更新し、
災害時における消防体制の強
化を図る。

121 担当名 消防総務課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名 消防車両等整備事業

○消防団配備の小型ポンプ積載車等の更新

　南浜、桑島、三俣分団に小型ポンプ付積載車を配備した。

○ポンプ車及び小型ポンプ積載車等の更新率
　目標100％、実績100％
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消防本部

国

県

地方債

その他

一般財源

翌年度繰越額（円） 救急救命士の乗車率（％） 100 100 100

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

救急救命士（実働数） 17 17 18

財
源
内
訳

3,266,210

予算額（円） 3,470,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 3,266,210

計画どおり

　今後も署員に救急救命士、
認定救命士の資格取得に努
め、救急車両の救急救命士乗
車率100％を維持し、応急
手当等の向上を図る。

123 担当名 予防課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名 救急救命士等養成事業

○実習・講座への派遣研修の実施
○指導救命士の養成

　救急救命士を養成するために九州研修所のほか、救急救命士が実施で
きる高度な救命処置について病院実習に職員を派遣した。また、処置拡
大に伴う追加講習に職員を派遣した。

○救急救命士の乗車率
　目標100％、実績100％
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企業局

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

翌年度繰越額（円） 48,000,000

予算額（円） 53,214,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 5,202,987

計画どおり

　「鳴門市北島町浄水場共同
化協議会」などにおいて、北
島町と検討・研究を行い、事
業実施に向けて共同浄水場整
備基本計画を策定する。

担当名
水道事業課・

浄水場

施策の成果等

事業名 浄水場更新事業

○浄水場更新基本設計の実施

　北島町と「鳴門市・北島町の浄水場共同化に関する覚書」を締結する
とともに、「鳴門市北島町浄水場共同化協議会」を設立し、浄水場の共
同化を進めた。
　また、共同浄水場の整備・運営に向けて、建設及び維持管理に必要な
基本的事項を決定するため、基本設計等を含む基本計画の策定に着手し
た。

○浄水場の更新
　目標 協議会の設立
　実績 共同化の方針決定・協議会の設立

〈平成２９年度の取り組み〉
125

平成28年度 平成29年度

翌年度繰越額（円）

0

予算額（円） 350,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 205,000 

計画どおり

　経営戦略に掲げた各種取り
組みを着実に推進するととも
に、水道事業審議会の答申を
受けて、水道料金のあり方に
ついて検討を進める。

担当名 水道企画課
施策の成果等

事業名
水道事業経営基盤強化推
進事業

○経営戦略に基づく経営改革
○料金改定に向けた検討

　経営戦略に基づく経営改革として、水道事業審議会で水道料金のあり
方について検討を行うなど、持続可能な事業経営を図るため、「水道事
業ビジョン」、「経営戦略」を踏まえた抜本的な経営基盤強化への取り
組みを進めるとともに、広報なるとや水道事業モニター会議等により水
道事業の現状や課題について、周知啓発を図った。

○累積欠損金
　目標0円、実績0円

〈平成２９年度の取り組み〉
124

3 4 0(発注1)5,202,987

財
源
内
訳

累積欠損金（円） 0 0

財
源
内
訳

浄水場更新業務実施数

205,000

指標 平成27年度
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企業局

国

県

地方債

その他

一般財源

平成28年度

100 100

平成29年度

予算額（円） 284,292,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 229,236,000

計画どおり

　経営戦略アクションプラン
の実行により健全な経営に努
めて収益を確保するととも
に、新規顧客開拓に向けた
ファンサービスの実施や地域
開放型施設の利用促進を図
る。

担当名
ボートレース企
画課・ボート
レース事業課

施策の成果等

事業名
モーターボート競走事業
健全経営安定化推進事業

○新アクションプランに基づく経営の健全化
○第27回SGグランドチャンピオン競走の開催

①SGグランドチャンピオン開催、各種イベントの実施。
②プレイパークの一部設計完了及び一部着工。
③地域開放型施設の活用及び利用促進。
④イメージアップイベントの実施。
⑤経営戦略アクションプランの実行。

○SG等ビッグレースの開催、経営戦略アクションプランの実行
　目標100％、実績100％

〈平成２９年度の取り組み〉
126

財
源
内
訳

229,236,000

指標

翌年度繰越額（円）

SG等ビッグレースの開催、経営戦略アクションプランの実行（％）

平成27年度
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教育委員会

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

128 担当名 教育総務課
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
地場産品の活用と食育の
推進事業

○学校給食への地場産品活用促進
○なると学校食育の日（毎月19日）の実施

　地域の特色を生かした学校給食を実施するため、調理員等を対象に調
理実習を開催し、地場産品を使った献立の作成に努めた。
  また、毎月１９日を「なると学校食育の日」と定め、「給食発ふるさ
との味」をテーマとした、地産地消及び食育の推進を図った。
○給食の食材のうち地場産品の占める割合
　目標35％、実績39％

予算額（円） 40,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 21,183

財
源
内
訳

21,183

76

指標 平成27年度

　地場産品を用いた献立の拡
充等により、地産地消と食育
の推進、食を通じた子どもた
ちの郷土愛の醸成を図る。

計画どおり

給食の食材のうち地場産品の占める割合（%）

翌年度繰越額（円） 郷土食や鳴門独自の献立を給食に採用した件数（件） 66 86

予算額（円） 1,886,017,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

決算額（円） 1,850,834,429

完了

1,336,800,000

担当名 教育総務課
施策の成果等

事業名
学校給食のセンター化事
業

○新学校給食センター建設工事の竣工　○太陽光発電設備の設置　○舗
装・外構工事の実施　○受配校整備工事等の実施　○隣接水路・進入路
整備の実施

　新学校給食センター新築工事及び厨房機器、給食配送車等の整備が完
了し、平成29年8月から新学校給食センターの稼働を開始した。
　また、共同調理方式への移行にあたり各学校施設の給食室を配膳室へ
改修したほか、給食センターの周辺整備を行った。
○新給食センターの建設
　目標 新センター稼動、実績 新センター稼動

〈平成２９年度の取り組み〉
127

平成28年度 平成29年度

財
源
内
訳

205,788,000

翌年度繰越額（円）

平成29年度

47 46 39

新センター稼働に係る周知

308,246,429 本体工事に着手

平成27年度 平成28年度

予定地周辺住民、保護者、関係者への説明 文書による周知 予定地周辺住民への説明

新給食センターの建設

指標
新センター稼働
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教育委員会

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

　施設の状況を把握し、必要
な整備を行うとともに「防犯
カメラ及びセンサーライト」
の計画的な配備を進める。

平成28年度 平成29年度

26

計画どおり

29

指標 平成27年度

○防犯カメラ及びセンサーライトの配備
○施設の安全対策の推進

　現地調査やヒアリング等をもとに、各学校施設で安全上・防犯上設置
や改修が必要な施設・設備を集計し、早急に対応すべき事案について整
備を行った。
　また、「防犯カメラ及びセンサーライト」について、年次計画に基づ
き、未配備の学校への設置を行った。（小学校5校）
○事業対象件数のうち改修や設置などにより改善する学校施設・遊具件
数
　目標202件、実績208件

〈平成２９年度の取り組み〉
130

予算額（円） 10,000,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

施策の成果等

翌年度繰越額（円） 725,023,560 年度中に耐震化が完了した棟数（棟） 7 2

決算額（円） 729,292,926

計画どおり

96.5 97.7103,311,926

事業名 学校施設耐震化推進事業

○第一中学校校舎の第３期解体・建築工事　○幼稚園舎（６園）の非構
造部材の耐震改修設計　○堀江北幼稚園園舎耐震改修工事　○成稔幼稚
園園舎改築工事

①第一中学校校舎の第3期解体工事が完了。第3期校舎改築工事に着
手。
②幼稚園（６園）の非構造部材耐震改修設計が完了。
③堀江北幼稚園園舎耐震改修工事に着手。
④成稔幼稚園リズム室等改築工事に着手。
○年度末における耐震化率【事業対象施設のうち耐震性が確保された棟
数】
　目標97.7％【130棟】、実績97.7％【130棟】

1

予算額（円） 1,519,040,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

182 208

翌年度繰越額（円） 年度中に改修や設置を行った件数（件） 47

事業対象件数のうち改修や設置などにより
改善する学校施設・遊具件数（件） 1359,990,775

財
源
内
訳

財
源
内
訳

担当名 教育総務課

事業名 学校安全施設整備事業

決算額（円） 9,990,775

129

502,800,000

95.0

担当名 教育総務課
施策の成果等

指標

年度末における耐震化率（％）

123,181,000

〈平成２９年度の取り組み〉

平成29年度平成28年度平成27年度

　今後必要となる経費の精査
を行うなど、事業の適切な進
行管理を図る。
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教育委員会

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

設計業務着手空調設備の整備

平成27年度

平成27年度 平成28年度 平成29年度

学校評価システム導入校及び園 33 33 33

決算額（円） 60,858

計画どおり

　市教委、学校、鳴門教育大学
とがアンケート調査結果につい
て情報共有を行い、分析結果に
ついてアドバイスをもらい自己
評価や学校関係者評価を行うこ
とで、よりよい学校づくりを目
指す。

財
源
内
訳

学校（園）評価システム
推進事業

○評価結果の検証及び改善策の検討

　子ども、保護者及び教職員へのアンケート調査を実施するとともに、
全ての学校（園）で自己評価や学校関係者評価を実施し、その結果を保
護者や地域住民に公表することで、学校経営の改善に取り組んだ。
○自己評価及び学校関係者評価実施率
　目標100％、実績100％

予算額（円） 61,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

事業名

132 担当名
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉
学校教育課

翌年度繰越額（円）

平成28年度 平成29年度

6,766,560 設計・設置完了

284,668,560

完了

財
源
内
訳

67,102,000

指標

事業名 小学校空調設備整備事業

○小学校普通教室へのエアコンの設置
（あわせて未整備の図書室への整備及び冷房専用機の交換を行う。）

　工事設計及び設置工事を行い、小学校普通教室等へのエアコンの設置
が完了した。
○空調設備の整備
　目標 設計・設置完了、実績 設計・設置完了

〈平成２９年度の取り組み〉

60,858

翌年度繰越額（円）

指標

131 担当名 教育総務課
施策の成果等

予算額（円） 302,975,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由

210,800,000

目標又は改善策

決算額（円）
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教育委員会

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

平成27年度 平成28年度 平成29年度

教育相談利用者数（人） 24 24 24

決算額（円） 120,000

計画どおり

　関係各課とも連携しなが
ら、保護者にとって安心して
子育てができる環境づくりを
推進する。

財
源
内
訳

幼児教育支援センター事
業

○専門家等による教育相談の実施
○教育支援計画及び指導計画の作成

　３歳から就学前の幼児の保護者を対象に、幼児教育等の専門家による
教育相談を市教育委員会で年８回開催した。
○相談利用者数
　目標24人、実績24人

予算額（円） 120,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

事業名

134 担当名
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉
学校教育課

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

1,771,036 市教委主催の説明会の開催回数（回） 2 14 7

2,271,036

計画どおり

　新たに策定した第二期鳴門の
学校づくり計画に基づき、鳴門
東小学校にかかわる、学校再編
について、保護者の理解が得ら
れるよう、丁寧な説明、意見交
換を進めていく。

財
源
内
訳

500,000

事業名 学校づくり計画推進事業

○学校（園）再編事業の推進
○学校づくり計画の策定

　第二期鳴門の学校づくり計画に基づき、学校再編を推進した。複式学
級編成の継続していた瀬戸小学校について、保護者、地域等への説明会
を実施し、平成２９年度末をもって休校することとした。
　瀬戸中学校区においては、幼小中一貫「学びのプラン」を策定し、平
成３０年度からの幼小中一貫教育の実施に向けて取組を進めた。
○複式学級のある小中学校
　目標2校、実績2校

予算額（円） 3,050,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

133 担当名
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

120,000

翌年度繰越額（円）

指標

決算額（円）

学校教育課
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教育委員会

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

平成28年度 平成29年度

学力向上推進施策実施率（％） 100 100

決算額（円） 1,160,450

計画どおり

　学力向上推進委員会におい
て、各学校と連携して情報収集
や調査結果の分析を行うととも
に、具体的な対策について研究
を進め、全市一体となった取組
を進める。

財
源
内
訳

学力向上対策推進事業

○Ｑ－Ｕアンケートの実施
○小中学校で取り組む学力向上支援
◎全小中学校への新聞の配備

　鳴門教育大学教員や小中学校の代表校長、各教科部会の代表教員を委
員とした「鳴門市学力向上推進委員会」において、学力向上施策の検討
を進めた。
　各校の優れた取組をまとめた教育実践事例集を各校へ、家庭学習用
リーフレットを保護者へ配布するとともに、中学１・２年生を対象に、
鳴門教育大学の協力のもと、数学オリンピックを開催した。
　また、Ｑ－Ｕアンケートを実施したほか、市内小中学校の図書館に新
聞を常備し、学校図書館サポーターとも連携しながら、新聞を活用した
授業を展開した。
○学力向上推進施策の実施
　目標  ①Q-Uアンケートの実施、②学力向上推進委員会の開催、
　　　  ③各学校への新聞の配備、④数学オリンピックの開催
　実績  ①Q-Uアンケートの実施、②学力向上推進委員会の開催、
　　　  ③各学校への新聞の配備、④数学オリンピックの開催

予算額（円） 1,405,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

事業名

136 担当名
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉
学校教育課

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

4,095,985 一時預かり受入率（％） 100 100 100

33,696,985

計画どおり

　１１園での一時預かり事業
を引き続き実施し、園児の健
全な発達を図るとともに、保
護者が安心して子育てできる
環境を支援する。

財
源
内
訳

4,093,000

4,093,000

21,415,000

事業名 一時預かり事業

○幼稚園12園での一時預かり事業の実施

　１２園で一時預かりを実施するとともに、５園で土曜日の一時預かり
を実施した。
○一時預かり受入率
　目標100％、実績100％

予算額（円） 33,800,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

135 担当名
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

1,160,450

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度

決算額（円）

学校教育課
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教育委員会

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

3 3実務者部会開催数（回） 3

平成28年度 平成29年度

学校防災推進会議開催数（回） 2 2 2

計画どおり

　平成２９年度に見直した
「鳴門市学校・幼稚園防災推
進計画」に基づき、地域と連
携して、取組を推進してい
く。

財
源
内
訳

300,000

指標 平成27年度

○学校防災推進会議及び実務者会議の開催
○市内中学校の防災クラブの活動支援

　学校防災推進会議を２回開催し、重点事項を取り決め、取組状況の検
証及び、共通理解事項の確認・改善を図った。また、実務者部会を年度
内に３回開催し、各地域の自主防災会と連携した避難所運営支援に関す
る取組を中心に進めた。
　県補助金を活用し、第一中学校、瀬戸中学校及び大麻中学校に防災ク
ラブを設置するとともに、活動を支援した。
○重点取組項目数
　目標6個、実績6個

予算額（円） 670,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

138 担当名
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

28,551,888 特別支援教育支援員の配置人数（人） 16 17 19

28,551,888

ほぼ計画どおり

　特別な支援を必要とする子
どもが増加しており、引き続
き特別支援教育支援員やサ
ポーターを配置し、学習や学
校活動の支援を行う。財

源
内
訳

事業名 特別支援教育推進事業

○特別支援教育支援員及び特別支援教育サポーターの配置

　前年度の配置効果や学校からの要望内容を検討し、支援員を1９名、
鳴門教育大学との連携のもと特別支援教育サポーターとして、学生ボラ
ンティアを２５名配置した。
○特別支援教育支援員の配置人数
　目標20人、実績19人

予算額（円） 29,664,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

137 担当名
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

341,253

翌年度繰越額（円）

事業名

学校教育課

鳴門市学校・幼稚園防災
対策事業

決算額（円） 641,253

決算額（円）

学校教育課
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教育委員会

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

276,461 連携協力校（園） 6 6 6

276,461

計画どおり

　鳴門町地区の認定こども
園、幼稚園、小学校、中学校
の５校園において、引き続き
鳴教大と相互に連携し、教育
環境の充実・向上を図る。

財
源
内
訳

事業名
学園都市化構想連携協力
推進事業

○学生ボランティアの派遣　○大学施設を活用した交流機会の創出
○大学連携による教育内容の充実

　鳴門市学園都市化構想実施計画に基づき、鳴門町地区の認定こども
園、幼稚園、小学校、中学校の６校園において、鳴門教育大学による研
究事業を実施し、教育の充実・向上に取り組んだ。また、６校園におい
て、学習支援サポーター２９名および部活動支援サポーター１９名の派
遣を行い連携・協力を推進した。
○連携協力保育所・幼稚園・小学校・中学校
　目標6校（園）、実績6校（園）

予算額（円） 462,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

140 担当名
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

平成28年度 平成29年度

学校図書館サポーターの配置校 7 19 19

決算額（円） 3,784,000

計画どおり
　継続的な図書館サポーター
の配置により、学校と連携し
た、読書活動の推進を図る。財

源
内
訳

学校図書館サポート推進
事業

○学校図書館サポーターの全校配置

　市内全ての小・中学校（兼務含）に図書館サポーターを配置し、学校
図書館運営の支援を行い、学校図書館を活用した教育活動や読書活動の
推進を図った。
　また、図書館サポーター間での情報交換や意見交換、資質向上のため
の研修を行った。
○学校図書館サポーターの配置
　目標100％、実績100％

予算額（円） 3,922,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

事業名

139 担当名
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉
学校教育課

翌年度繰越額（円）

決算額（円）

学校教育課

3,784,000

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度
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教育委員会

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

9,125,052 電子黒板、デジタル教科書整備台数（台） 18 39 17

12,125,052

計画どおり

　小学校３．４年生の全普通
教室に電子黒板とデジタル教
科書を、小中学校の全特別支
援教室にタブレットを導入
し、ＩＣＴ教育環境の充実を
図る。

財
源
内
訳 3,000,000

事業名
小中学校電子黒板整備事
業

○中学校3年生への電子黒板の追加整備

　中学校３年生の全普通教室に電子黒板・デジタル教科書を導入し、小
学校５年生以上の普通教室で電子黒板およびデジタル教科書の活用が可
能となった。
　デジタル教科書を導入した各校では活用研修を実施し、活用方法につ
いて情報の共有化を図った。
○電子黒板、デジタル教科書整備台数
　目標17台、実績17台

予算額（円） 13,200,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

54 57

142 担当名
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

英検3級以上受験者数（人） 212 241 260

決算額（円） 36,078,472

計画どおり

　鳴門教育大学との地域連携に
よる英検サポーター派遣事業を
強化し、学生等が一層活躍でき
る体制を作ることで、生徒の学
習意欲と英語力の向上を図る。

財
源
内
訳

外国語教育推進事業

○ALT（外国語指導助手）の派遣　○英検受検の奨励
○ｲﾝｸﾞﾘｯｼｭｷｬﾝﾌﾟやｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ人材講演会の実施

　ALTの市内小中学校への派遣を実施したほか、市内全中学生対象の
英検IBAの実施と結果の検証、英検受験料補助事業の奨励及び学生サ
ポーターによる指導支援を行った。
　また、イングリッシュキャンプやグローバル人材講演会を実施した。
○中学３年生のアンケート結果「外国の人に英語で話しかけられたら」
の項目に「英語で答える」と回答する割合
　目標55％、実績57％

予算額（円） 36,871,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

141 担当名
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

翌年度繰越額（円）

教育支援室

決算額（円）

教育支援室

中学校2年生アンケート結果
「外国の方に話しかけられた時の英語
での返答」割合（％）

47

1,000

36,077,472

翌年度繰越額（円）

事業名
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教育委員会

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

「板東俘虜収容所跡」の国指定史跡化（％） 70 80 90翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

540,396 「鳴門板野古墳群」の国指定史跡化（28年度まで）および保存活用（29年度以降） 90 100 10

573,396

計画どおり

　史跡指定後の保存活用計画
策定に向けた取り組みを進め
ると共に、周知啓発事業も継
続的に実施していく。また、
収蔵資料の整理活用を進め
る。

財
源
内
訳

33,000

事業名
史跡等地域文化財保存活
用事業

○史跡の普及活用事業（見学会・展示会等）
○板東俘虜収容所跡の国指定申請に向けた準備
〇出土収集文化財の活用

　国指定史跡である「鳴門板野古墳群」について、市立図書館で展示会
を開催したほか、「大代古墳」の一般公開を実施した。
　「板東俘虜収容所跡」の国指定史跡化に向け、土地所有者の同意書を
取得した後、文科省へ申請書を提出した。
　収蔵している民俗文化財（農具）の貸し出しや出前講座での紹介を
行った。
○史跡等地域文化財の保存活用割合
　目標20％、実績20％

予算額（円） 633,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

95 95

144 担当名
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

平成27年度 平成28年度 平成29年度

福永家住宅の公開（件） 12 14 19

決算額（円） 1,200,604

ほぼ計画どおり

　保存活用計画（案）につい
ては、30年度中に文化庁と
徳島県教育委員会との協議に
より、内部の調整を行い、承
認を得られるよう進める。計
画策定後は、計画内容に基づ
いた事業を進める。

財
源
内
訳

福永家住宅・塩田保存活
用事業

○保存活用計画に基づく修繕等の検討
○一般公開事業の実施

　保存活用計画（案）について文化庁と協議を行うとともに、地域住民
やボランティアと協働し、年２回の一般公開事業を実施した。
　また、事前申込による個別の見学について、観光ボランティアガイド
と協働して実施した。
○福永家住宅の保存整備割合
　目標90％、実績80％

予算額（円） 1,507,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

143 担当名
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

決算額（円）

生涯学習人権課

福永家住宅の市有化率（％） 95

1,200,604

翌年度繰越額（円）

指標

事業名

生涯学習人権課
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教育委員会

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

学級参加延人数（人） 2,964 3,306 3,302翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

382,259 学級開設数（学級） 20 23 22

382,259

計画どおり

　講座の構成や内容について
検討を行い、受講生のニーズ
に沿った講座の開設を計画す
るとともに、より多くの市民
の関心を引くことができるよ
う周知方法の工夫に努める。

財
源
内
訳

事業名
各種学級（女性・成人・
高齢者学級）開設事業

○各種学級（女性・成人・高齢者学級）の開設
○公民館短期講座（ライフスタイル・歴史文化講座）の開設

　各種学級を公民館や集会所などで開設し、社会教育指導員や公民館長
のコーディネートにより学級長を中心に自主的な学級運営を行った。
　また、子育て世代の女性を対象としたライフスタイル講座や、鳴門市
の歴史文化を近年の調査研究成果から学ぶ歴史文化講座を開設した。
○学級学習の内容を有意義と思った割合
　目標93.0%、実績98.3％

予算額（円） 483,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

900 901

146 担当名
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

平成28年度 平成29年度

市主催人権問題研修会等の実施回数（回） 3 3 3

決算額（円） 1,684,186

ほぼ計画どおり

　市民の人権意識の向上や
様々な差別事象の防止に向
け、教育・啓発活動に引き続
き取り組む。また、一人ひと
りが、人権を尊重する行動が
できるように研修テーマなど
の検討を行う。

財
源
内
訳

人権教育推進事業

○人権地域フォーラム、ヒューマンライツメッセージの開催
○人権教育研究大会の開催（第二中学校区）
○人権教育推進協議会の活動支援

  人権地域フォーラム、ヒューマンライツメッセージ、人権教育研究大
会を開催したほか、人権教育推進協議会の活動支援を通じて、人権問題
研修会を開催するなど、人権啓発を行った。
○市及び人推協主催人権問題研修会等の参加者数
　目標1,100人、実績901人

予算額（円） 1,960,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

事業名

145 担当名
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉
生涯学習人権課

決算額（円）

生涯学習人権課

市及び人推協主催人権問題研修会等の参加者数（人） 892

1,684,186

翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度
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教育委員会

国

県

地方債

その他

一般財源

国

県

地方債

その他

一般財源

公民館の耐震化率（％） 58 67

平成27年度 平成28年度 平成29年度

12,856,160 耐震改修を行った公民館数（館） 0 1

計画どおり

　大津中央公民館耐震改修工
事を進めるとともに、堀江公
民館については、地域の要望
を踏まえ、設計や計画・協議
を進める。

財
源
内
訳

17,303,000

2,921,000

42,900,000

指標

事業名 公民館耐震化事業

○大津中央公民館の耐震改修工事設計
○斎田公民館の耐震工事

　耐震性能を満たしていないと判断された３館のうち、斎田公民館の耐
震改修工事を完了した。大津中央公民館については耐震改修工事設計を
行うなど、耐震化への準備を進めた。堀江公民館については、耐震化の
あり方を検討するため、地域説明会を開催した。
○公民館の耐震化率
　目標67％、実績67％

予算額（円） 75,981,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

81,616 87,263 82,965

148 担当名
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

公民館の利用者数（人）

生涯学習人権課

平成28年度 平成29年度

公民館で開催している学級数（学級） 15 18 18

ほぼ計画どおり

　各種学級事業と連携しなが
ら年齢等に関係なく公民館が
活用される取り組みを進め
る。また、計画的な修繕等に
より、利用者が快適に利用で
きる環境整備を進める。

財
源
内
訳

1,576,000

12,000,000

指標 平成27年度

○地域の特色を活かした公民館の運営
◎リニューアル計画に基づく施設の長寿命化

　大型公民館９館において、自治振興会等へ施設管理業務の一部を委託
し、地域との協働による公民館の運営を行うとともに、空調設備等の施
設改善を行った。
○公民館の利用者数
　目標87,500人、実績82,965人

予算額（円） 54,779,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

147 担当名
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉
生涯学習人権課

事業名

749,308

37,390,664

翌年度繰越額（円）

公民館活用推進事業

決算額（円） 51,715,972

決算額（円）

翌年度繰越額（円）

75,980,160
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　協働運営による窓口サービ
スの向上と行事の充実を図る
ため、定期的に運営連絡会を
開催し、NPO法人との情報
共有に努める。

翌年度繰越額（円） 行事に参加した延べ人数（人） 5,521 6,452 7,028

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

24,100,000 図書館等での行事件数（件） 211 267 263

決算額（円） 24,100,000

計画どおり
財
源
内
訳

事業名
ＮＰＯ法人との協働によ
る図書館運営事業

○ＮＰＯ法人との協働による図書館運営
○移動図書館車巡回の拡充

　NPO法人と定期的に運営連絡会を開催するとともに、合同研修を実
施するなど、利用者へのサービス向上に向け協働運営を行った。
　また、移動図書館車の巡回箇所を４０箇所から４８箇所に増やすな
ど、サービス向上を図った。
○行事に参加した人数
　目標5,700人、実績7,028人

予算額（円） 24,100,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

150 担当名
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉
図書館

312 319 397

平成28年度 平成29年度

教室の実施回数（回） 425 468 481

計画どおり
　地域の団体・学校・機関等
と調整を行い、新たに放課後
子供教室を1教室開設する。財

源
内
訳

4,539,000

指標 平成27年度

○放課後子供教室の推進
○児童クラブとの連携強化

　市内８小学校区で、放課後子供教室を開催した。
　放課後児童対策事業全体の連携強化を図るため、放課後児童クラブ、
児童館及び放課後等デイサービス事業所との合同研修会を開催した。
○放課後子供教室利用者の延人数
　目標8,800人、実績9,587人

予算額（円） 6,648,000 進捗状況
計画通りできなかった

理由 目標又は改善策

149 担当名
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉
生涯学習人権課

事業名 放課後子供教室推進事業

決算額（円） 6,208,790

1,669,790

翌年度繰越額（円） 教室の参加児童数（人）
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翌年度繰越額（円）

指標 平成27年度 平成28年度 平成29年度

50耐震化事業進捗状況（％）

計画どおり

　市立図書館の耐震改修工事
を実施し、市民の教養・調
査・研究等の活動の拠点であ
る図書館の整備を図る。

計画通りできなかった
理由 目標又は改善策

財
源
内
訳

1,271,000

7,300,000

6,701,000

進捗状況予算額（円） 19,312,000

決算額（円） 15,272,000

151 担当名 図書館
施策の成果等

〈平成２９年度の取り組み〉

事業名
（新）市立図書館耐震化
及び施設改修事業

○耐震・改修工事設計
○空調機器の更新

　来館者用エレベーターの設置、多目的使用ができる会議室の整備、ト
イレのリニューアル、照明の改修など、機能の充実と施設の多機能化を
図る耐震・改修工事設計を行った。
　また、空調機器の更新を行った。
○耐震化事業進捗状況
　目標50％、実績50％
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